
基本 的

することで、公用車等を使用する者に対して違

期間目標 反、事故を起こすことがないよう啓発を進める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 78 78

令和 4年度実績 0 0

か

0 0 157 157

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

つ

0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得し、公用車等を使用するものに対して違反、事
実　績

故を起こすことのないよう啓発を進めた。

安

効

全運転管理者の指導、啓発が徹底されたため。
理　由

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得することで、公用車等を使用するものに対して
今後の取組

違反、事故を起こすことがないよう啓発を進める

果

。

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20101 総務費・総

政

務管理費・一般管理費

経

事　業 020100 秘

施 営

書事務費(共通)

効率

を

的で公平性・透明性が

行

保たれた市政運営が図

い

られるよう、市長・副

ま

市長の市政運営を補佐

す

する。

事業概要

細かな

【

スケジュール設定や適

方

正な予算執行により、

針

市長・副市長の市政運

】

営を補佐する。

期間目

策

１

標

国庫支出金 県支出金

「

地方債 その他 一般財源

第

事業費計 （千円）

令和

２

 3年度実績 0 0 0 0

次

3,006 3,006

小

令和 4年度実績 0 0

林

0 0 4,525 4,5

市

25

成果指標名 市長交

総

際費執行状況公表 単位

合

回

計画 12 計画 12
令

５

計

和 3年度 令和 4年

画

度 令和 5年度計画 1

」

2
実績 12 実績 12

活

を

動指標名 単位

計画 0 計

中

画 0
令和 3年度 令和

心

 4年度 令和 5年度

と

計画 0
実績 0 実績 0

活

し

動指標名 単位

計画 0 計

た

画 0
令和 3年度 令和

効

 4年度 令和 5年度

－

率

計画 0
実績 0 実績 0

効

的

率的で公平性・透明性

か

が保たれた市政運営に

つ

努めるとともに、市長

効

交際費の執行状況を毎

果

月（１２月）公表
実　

的

績
した。

適正なスケジ

な

ュール管理・予算執行

行

により、効率的で公平

政

性・透明性が保たれた

１

経

市政運営が図られたた

営

め。
理　由

適正なスケ

の

ジュール管理・予算執

推

行に努め、効率的で公

進

平性・透明性が保たれた市政運営が図られるよう、市
今後の取組

長・副市長を補佐する。

　

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般

効

管理費

事　業 040100 車両管理費(共通)

道路交通法第74条の３に基づき、本庁舎において安全運転管理者・副安全運転管理者をそれぞれ選任し、安全

運転管理者等講習を毎年１回受講することが義務付けられている

率

。

・本庁舎　　安全運転管理者１名、副安全運転管理者５名

事業概要 ・須木庁舎　安全運転管理者１名

・野尻庁舎　安全運転管理者１名、副安全運転管理者１名

交通安全教育やその他自動車の安全な運転に必要な知識を習得
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基本 的

指標名 法定整備車両台数 単位 台

計画 5 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 10

実績 7 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画

か

0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

公用車7台の車検を適正に実施した。定期点検3台を実施。
実　績

車検切れの公用車がないようチェック機能を含め公用車の安全管理に努めるため。
理　由

車検

つ

一覧表やチェック表、各公用車内に車検期限日を貼付するなどの対策を行っていく。須木庁舎の組織統合
今後の取組

に向け集中管理車の台数整理を行いコスト削減に努めていく。

効果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

101 総務費・総務管

政

理費・一般管理費

事　

経

業 040200 車両管

施 営

理費(小林)

●集中管

を

理車40台を含め54

行

台を管理しており、各

い

公用車を安全かつ適法

ま

に管理できるよう努め

す

ている。公用車

管理棟

【

に会計年度任用職員１

方

名を配置し、情報共有

針

を図りながら日常的に

】

集中管理車の点検整備

策

１

・予約管理・

清掃等を

「

行っている。

事業概要

第

●車検についても、車

２

検計画を立て随時業者

次

へ委託している。

●令

小

和４年より運転前後の

林

アルコール検知義務化

市

による機器を整備する

総

。

多額の修繕料がかか

合

らないように日常的な

５

計

点検を実施する。

期間

画

目標

国庫支出金 県支出

」

金 地方債 その他 一般財

を

源 事業費計 （千円）

令

中

和 3年度実績 0 0 0

心

0 12,163 12,

と

163

令和 4年度実

し

績 0 0 0 0 13,54

た

0 13,540

活動指

効

標名 単位

計画 0 計画 0

－

率

令和 3年度 令和 4

的

年度 令和 5年度計画

か

0
実績 0 実績 0

活動指

つ

標名 単位

計画 0 計画 0

効

令和 3年度 令和 4

果

年度 令和 5年度計画

的

0
実績 0 実績 0

活動指

な

標名 単位

計画 0 計画 0

行

令和 3年度 令和 4

政

年度 令和 5年度計画

１

経

0
実績 0 実績 0

公用車

営

の運行に支障を来さな

の

いように修繕につとめ

推

、安全かつ効率的な運

進

用を図ることができた。
実　績

公用車の点検を日々行い、不具合が発見された際は、速やかに修繕を行ったため。
理　由

今後も継続し

　

て行う。
今後の取組

所　　属 500500 地域振

効

興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 040300 車両管理費(須木)

須木庁舎：地域振興課で管理する公用車１０台の法定整備等、維持修繕を実施する。

事業概要

率

公用車１０台は法定整備等、維持修繕を実施する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 1,364 1,364

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,498 1,498

活動
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基本 的

3台　　　　 　　※前年実績により変更有

　　　　　　令和7年:軽貨物1台　普通車1台　※前年実績により変更有

安全走行に支障をきたすことの無いよう定期的な更新を行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その

か

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 4,284 4,284

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,014 4,014

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指

つ

標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

軽乗用車１台、軽貨物２台を更新した。
実　績

走行

効

距離や状態を確認し年次的に更新計画を立てているため。
理　由

走行距離や状態等を勘案し年次的に更新を行う。令和５年度から電気自動車の導入を行う。
今後の取組

 

果

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

1 総務費・総務管理費

経

・一般管理費

事　業 0

施 営

40400 車両管理費

を

(野尻)

集中管理車両

行

　１１台

 

車検対応車

い

　　４台

事業概要 １２

ま

ヵ月点検　７台

６ヶ月

す

点検　　１台（1.5

【

ｔトラック）

※令和４

方

年度よりマイクロバス

針

は管財課にて管理

 

集

】

中管理車両の車検や１

策

１

２ヶ月点検等を確実に

「

実施する。

期間目標 適

第

正な管理運用を行い、

２

長期的な使用を目指す

次

。

国庫支出金 県支出金

小

地方債 その他 一般財源

林

事業費計 （千円）

令和

市

 3年度実績 0 0 0 0

総

1,592 1,592

合

令和 4年度実績 0 0

５

計

0 0 1,006 1,0

画

06

成果指標名 故障運

」

行不能車両台数 単位 台

を

計画 0 計画 0
令和 3

中

年度 令和 4年度 令和

心

 5年度計画 0
実績 0

と

実績 0

活動指標名 単位

し

計画 0 計画 0
令和 3

た

年度 令和 4年度 令和

効

 5年度計画 0
実績 0

－

率

実績 0

活動指標名 単位

的

計画 0 計画 0
令和 3

か

年度 令和 4年度 令和

つ

 5年度計画 0
実績 0

効

実績 0

適正な点検等を

果

行ったため、故障等の

的

ない車両管理ができた

な

。
実　績

車検や12ヶ

行

月点検等を適正に実施

政

したため。
理　由

 

定

１

経

期検査の適正な実施と

営

、緊急的な修繕が発生

の

した場合、速やかに修

推

繕を実施する。
今後の

進

取組

　

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 060200 車両購入費(小林)

購入から10年、走行距離10万キロ

効

を超える車両については、年次的に買い替えを実施。

購入から10年以上経過している車両が相当有り、点検整備は実施しているものの老朽化による安全走行が危惧

されることから買い替えを行う。

事業概要 ●更新計画　令

率

和5年:軽貨物1台(36号18年経過　149,000km)電気自動車軽乗用に更新

　　　　　　　　　　軽乗用1台(27号19年経過　208,000km)電気自動車系乗用に更新

　　　　　　令和6年:軽貨物
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基本 的

る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 3,907 3,907

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,247 4,247

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4

か

年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

健全な

つ

財政運営を推進するため、各業務を行った。
実　績

健全な財政運営が図られている。
理　由

健全な財政運営を推進するため、各業務を実施する。
今後の取組

効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

101 総務費・総務管

政

理費・一般管理費

事　

経

業 090100 物品購

施 営

入事業費(共通)

　本

を

市における物品出納の

行

総括課として、各課で

い

購入する備品、消耗品

ま

及び印刷物に係る競争

す

入札及び競争見

積等の

【

事務を一元的に行って

方

いる。

　また、換価価

針

値のある不用物品の処

】

分を行っており、本細

策

１

目では主に不用物品処

「

分に係る経費を計上す

第

るも

事業概要 の。

　な

２

お、不用物品の処分に

次

ついては、売却収入の

小

向上を図るため、高収

林

益の見込める新たな売

市

却方式を模索す

る。

　

総

換価価値のある不用物

合

品を、適正な市場価格

５

計

で売却することにより

画

売却収入を向上させる

」

。

期間目標

国庫支出金

を

県支出金 地方債 その他

中

一般財源 事業費計 （千

心

円）

令和 3年度実績

と

0 0 0 0 1,423 1

し

,423

令和 4年度

た

実績 0 0 0 0 2,28

効

0 2,280

活動指標

－

率

名 ネットオークション

的

による売却数 単位 台

計

か

画 2 計画 2
令和 3年

つ

度 令和 4年度 令和 

効

5年度計画 2
実績 3 実

果

績 3

活動指標名 単位

計

的

画 0 計画 0
令和 3年

な

度 令和 4年度 令和 

行

5年度計画 0
実績 0 実

政

績 0

活動指標名 単位

計

１

経

画 0 計画 0
令和 3年

営

度 令和 4年度 令和 

の

5年度計画 0
実績 0 実

推

績 0

換価価値がある車

進

両の売却について、計画数2台に対し3台の売却を行った。
実　績

市所有のマイクロバス集約によって、不用となったマイクロバスを

　

2台、塵芥収集車を1台売却した。
理　由

車両等、換価価値のある物品が不要となる時期を見極め、適時に売却する。
今後の取組

効

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020103 総務費・総務管理費・財政管理費

事　業 010100 財政管理事業費(共通

率

)

　市財政の健全な運営のため、主に下記の業務を行う。

○ 予算編成

○ 決算統計・財務書類（バランスシート）作成

事業概要 ○ 地方交付税関連業務の総括

○ 県内九市副市長会関連業務　等

　健全な財政運営を推進す
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基本 的

出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 68 3,131 3,199

令和 4年度実績 0 0 0 0 2,580 2,580

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実

か

績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

管財課所管の財産を適切に管理し

つ

利用者の安全確保に努めた。
実　績

各施設の巡回を行っているため。
理　由

今後も、管財課所管の財産を適切に管理し利用者の安全確保に努める。
今後の取組

効果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 010100 財産管

施 営

理事業費(共通)

●八

を

幡原市民総合センター

行

の円滑な稼動及び管理

い

を行う。

●市の所有す

ま

る管理財産下の災害等

す

による一定の損害に対

【

し、損害賠償補償保険

方

や全国市有物件災害共

針

済保険

に加入し、被害

】

者に対する救済や自然

策

１

災害による損害等の補

「

償を行う。

事業概要

●

第

八幡原市民総合センタ

２

ーの円滑な稼動を目指

次

す。

期間目標 ●災害被

小

害者救済や当市の損害

林

補填を円滑に対応する

市

。

国庫支出金 県支出金

総

地方債 その他 一般財源

合

事業費計 （千円）

令和

５

計

 3年度実績 0 0 0 4

画

43 24,666 25

」

,109

令和 4年度

を

実績 0 0 0 396 25

中

,410 25,806

心

活動指標名 単位

計画 0

と

計画 0
令和 3年度 令

し

和 4年度 令和 5年

た

度計画 0
実績 0 実績 0

効

活動指標名 単位

計画 0

－

率

計画 0
令和 3年度 令

的

和 4年度 令和 5年

か

度計画 0
実績 0 実績 0

つ

活動指標名 単位

計画 0

効

計画 0
令和 3年度 令

果

和 4年度 令和 5年

的

度計画 0
実績 0 実績 0

な

八幡原市民総合センタ

行

ー維持管理を行い、全

政

国市有物件災害共済（

１

経

公用車、公共施設）の

営

継続加入を行い、車
実

の

　績
両購入や建物の新

推

築解体に合わせ、随時

進

更新した。

八幡原市民総合センターの現場の意見を確認しながら修繕等を行い、財産登載通知を基に災害共済の手続きを
理　由

進めた

　

ため。

今後も八幡原市民総合センターを修繕等を行い、市民満足するよう維持管理を図っていく。また、災害救済や
今後の取組

損害補償を円滑に対応する。

効

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 0102

率

00 財産管理事業費(小林)

みどり会館、緑ヶ丘ふれあい会館及び山代もみじ館等を適切に管理し利用者の安全確保に努める。

事業概要

管財課所管の財産を適切に管理し利用者の安全確保に努める。

期間目標

国庫支出金 県支
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基本 的

207 1,207

令和 4年度実績 0 0 0 0 2,389 2,389

活動指標名 修繕箇所 単位 箇所

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 4 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

か

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

永田区・麓区の街路灯7箇所の機器修繕を実施。
実　績

須木区域内の行政財産については避難所指

つ

定の施設もあり、市民が安全安心に利用するために必要な事業であ
理　由

る。また、街路灯の整備は地域住民の安心・安全な生活に繋がる。

今後も、市民（利用者）が安心安全に利用できるよう緊急性を基準にし、優先順位

効

の高い施設修繕等を実施し
今後の取組

ていく。

果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 010300 財産管

施 営

理事業費(須木)

鳥田

を

町小学校跡地及び内山

行

小中学校跡地について

い

、日頃より維持管理修

ま

繕の整備に努めること

す

により施設を有

効に活

【

用できる。

事業概要

●

方

鳥田町小学校跡地及び

針

内山小中学校跡地を地

】

域住民に有効に安全に

策

１

利用してもらう。

期間

「

目標 ●鳥田町小学校跡

第

地、内山小中学校跡地

２

の利活用方法について

次

今後地元と協議する必

小

要がある。

国庫支出金

林

県支出金 地方債 その他

市

一般財源 事業費計 （千

総

円）

令和 3年度実績

合

0 0 0 0 972 972

５

計

令和 4年度実績 0 0

画

0 0 926 926

活動

」

指標名 単位

計画 0 計画

を

0
令和 3年度 令和 

中

4年度 令和 5年度計

心

画 0
実績 0 実績 0

活動

と

指標名 単位

計画 0 計画

し

0
令和 3年度 令和 

た

4年度 令和 5年度計

効

画 0
実績 0 実績 0

活動

－

率

指標名 単位

計画 0 計画

的

0
令和 3年度 令和 

か

4年度 令和 5年度計

つ

画 0
実績 0 実績 0

施設

効

の維持管理修繕の整備

果

に努めることができた

的

。
実　績

須木地域振興

な

課と連携し、施設の確

行

認を行ったため。
理　

政

由

今後の活用について

１

経

、地域住民等の意見を

営

聞きながら検討してい

の

く。
今後の取組

 

推進

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 010300 財産管理事業費(須木)

須木区域の行政財産及び普通財産の利便性・安

効

全性・長寿命化を図るため、各施設の修繕・維持管理を行う。

須木区域中央部（須木庁舎付近）街路灯が設置してあるが、内５ヶ所が点灯しないため、通学路でもあること

や防犯上、安全性の確保を図るため、街路灯修繕を

率

実施する。

事業概要

施設修繕を主な目的とした各施設の利便性・安全性・長寿命化を図るための維持管理や修繕を行う。 

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 1,

286 286
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基本 的

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

未利用の土地から売却予定地を選定し、処分の

か

ための測量・分筆登記等の委託を行った。
実　績

土地家屋調査士、不動産鑑定士へ依頼し、売却の準備を進めたため。
理　由

５年度から競争入札による公売を進めていく。
今後の取組

つ効果

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

5 総務費・総務管理費

経

・財産管理費

事　業 0

施 営

10400 財産管理事

を

業費(野尻)

　三ヶ野

行

山駐在所跡地、紙屋保

い

育園跡地、栗須老人福

ま

祉館跡地、小坂ニュー

す

タウン調整池、旧中央

【

公民館周辺

の草払い及

方

び樹木剪定等を実施す

針

る。また、民間事業主

】

に貸し付けている旧マ

策

１

ンゴー園の緊急修繕に

「

対応する

。

事業概要  

第

定期的な草払い等によ

２

り、適正に管理する。

次

期間目標  

国庫支出金

小

県支出金 地方債 その他

林

一般財源 事業費計 （千

市

円）

令和 3年度実績

総

0 0 0 0 676 676

合

令和 4年度実績 0 0

５

計

0 0 1,890 1,8

画

90

成果指標名 公共施

」

設苦情件数 単位 件

計画

を

0 計画 0
令和 3年度

中

令和 4年度 令和 5

心

年度計画 0
実績 0 実績

と

0

活動指標名 単位

計画

し

0 計画 0
令和 3年度

た

令和 4年度 令和 5

効

年度計画 0
実績 0 実績

－

率

0

活動指標名 単位

計画

的

0 計画 0
令和 3年度

か

令和 4年度 令和 5

つ

年度計画 0
実績 0 実績

効

0

草刈等を実施し、適

果

正に管理した結果、苦

的

情等はなかった。
実　

な

績

適正に草刈等を行っ

行

た。
理　由

草刈等を適

政

正に実施し、地域住民

１

経

に不快感を与えないよ

営

うにする。
今後の取組

の推進

所　

　

　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 020100 財産管理事業費（臨時）(共通)

・未利用等土地を選定し、処分に至る測量・登記等の委託料を計上する。

効

・公共施設個別施設計画に基づき廃止・解体を実施若しくは準備を進める。

事業概要

・未利用等土地の売却準備を進める。

期間目標 ・年次的な老朽化した施設や利用状況等から必要性が認められない施設の廃止を進める。

国

率

庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 892 892

活動指標名 単位 ㎡

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活

287 287
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基本 的

実績 2

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

庁舎の老朽化に伴い修繕等を実施した

か

。また、庁舎警備、庁舎周辺の草刈業務、電気工作物等の保守点検等に
実　績

ついて業務委託で実施した。

予想外の突発的な修繕が発生しやすい状況であるが予算も厳しい中、市民の利用について快適な行政空間を提
理　由

つ

供することを目的に法令で定められた保守点検や施設管理を行う必要がある。

庁舎の老朽化に伴い今後も様々な修繕等も予想されるため、それらに対応するための予算化は必須である。行
今後の取組

政機能を果たすために適

効

正な庁舎管理を今後も継続実施していく。

果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 030200 庁舎管

施 営

理事業費(小林)

庁舎

を

における職務遂行が円

行

滑かつ適正に行うよう

い

努め、来庁者の利便性

ま

向上や火災及び盗難防

す

止並びに秩序の

維持な

【

どの管理に努める。

事

方

業概要

庁舎における職

針

務遂行が円滑かつ適正

】

に行われるよう、庁舎

策

１

の環境整備を行う。

期

「

間目標

国庫支出金 県支

第

出金 地方債 その他 一般

２

財源 事業費計 （千円）

次

令和 3年度実績 0 0

小

0 156 80,880

林

81,036

令和 4

市

年度実績 0 0 0 288

総

82,038 82,3

合

26

活動指標名 単位

計

５

計

画 0 計画 0
令和 3年

画

度 令和 4年度 令和 

」

5年度計画 0
実績 0 実

を

績 0

活動指標名 単位

計

中

画 0 計画 0
令和 3年

心

度 令和 4年度 令和 

と

5年度計画 0
実績 0 実

し

績 0

活動指標名 単位

計

た

画 0 計画 0
令和 3年

効

度 令和 4年度 令和 

－

率

5年度計画 0
実績 0 実

的

績 0

火災及び盗難の防

か

止並びに秩序の維持な

つ

ど庁舎の管理に努め、

効

庁舎内における職務遂

果

行が円滑かつ適正に行

的

え
実　績

た。

庁舎の保

な

守点検、警備等を実施

行

し適正な管理に努めた

政

ため。
理　由

今後も、

１

経

庁舎内における職務遂

営

行が円滑かつ適正に行

の

われるよう、庁舎の環

推

境整備を行う。
今後の

進

取組

　

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 030300 庁舎管理事業費(須木)

須木庁舎の法定

効

点検業務や警備など庁舎全体のハード面の維持管理を実施することにより、庁舎利用者の快適

な行政空間の提供を図る。

事業概要

市民に快適な行政空間の提供及びその維持を図る。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地方債 その

率

他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 9,193 9,193

令和 4年度実績 0 0 0 0 9,548 9,548

活動指標名 修繕箇所 単位 箇所

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 3

288 288
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基本 的

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 6,606 6,606

令和 4年度実績 0 0 0 0 6,609 6,609

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

か

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

日頃から庁舎や施設等の

つ

維持管理及び整備に努めることで、職務の円滑かつ効率的な遂行を図るとともに住民
実　績

が安全に利用できる環境を提供できた。

第１別館大会議室やみどり会館敷地など随時、修繕を行ったため。
理　由

今後も、利用者の

効

安全確保を図るために施設等の維持管理に努めている。
今後の取組

果

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

5 総務費・総務管理費

経

・財産管理費

事　業 0

施 営

30400 庁舎管理事

を

業費(野尻)

〇庁舎消

行

耗品(電灯・トイレ用

い

品・掃除用品)購入お

ま

よび庁舎光熱水費の予

す

算執行

〇庁舎施設修繕

【

の実施

〇庁舎内外の清

方

掃委託および剪定草刈

針

業務委託

事業概要 〇夜

】

間・休祭日の常駐警備

策

１

委託

〇庁舎設備保守点

「

検委託(消防設備・階

第

段昇降機・自動ドア・

２

電気設備・空調機等)

次

〇代表電話対応を含む

小

総合案内職員（会計年

林

度任用職員）の配置

 

市

庁舎の適切な維持管理

総

を行い、利用しやすい

合

施設を提供する。

期間

５

計

目標

国庫支出金 県支出

画

金 地方債 その他 一般財

」

源 事業費計 （千円）

令

を

和 3年度実績 0 0 0

中

0 19,471 19,

心

471

令和 4年度実

と

績 0 0 0 0 19,82

し

1 19,821

成果指

た

標名 庁舎利用者苦情件

効

数 単位 件

計画 0 計画 0

－

率

令和 3年度 令和 4

的

年度 令和 5年度計画

か

0
実績 0 実績 0

活動指

つ

標名 単位

計画 0 計画 0

効

令和 3年度 令和 4

果

年度 令和 5年度計画

的

0
実績 0 実績 0

活動指

な

標名 単位

計画 0 計画 0

行

令和 3年度 令和 4

政

年度 令和 5年度計画

１

経

0
実績 0 実績 0

来庁者

営

の苦情はなかった。
実

の

　績

庁舎内外の環境整

推

備に努めた。
理　由

庁

進

舎内外の環境整備や総合案内職員の設置による対応など、来庁者が快適に利用できるように努める。
今後の取組

　

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務

効

費・総務管理費・財産管理費

事　業 040100 庁舎等維持補修費(共通)

各庁舎（本庁舎、第１別館、第２別館、第３別館、第４別館等）及び管財課が管理する施設（八幡原市民総合

センター、みどり会館、山代もみじ館

率

、緑ヶ丘ふれあい会館、西小林診療所等）において、公務を円滑かつ適

正に行うことまた、利用者の安全確保を図るために施設等の維持管理に努める。

事業概要

住民が安全に利用できるための施設管理・整備。

期間目標

国庫
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基本 的

0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

財政の健全な運営に資するため、基金の積立てを行った。
実　績

健全な財政運営が図られている。
理　由

健全な財政運営のため、適

か

切に基金の積立てを実施する。
今後の取組

つ効果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 060100 財政調

施 営

整基金積立事業費(共

を

通)

小林市財政調整基

行

金条例に基づき、積み

い

立てるべき金額が生じ

ま

た際に基金積立を行い

す

、災害復旧などの臨時

【

的

支出もしくは異常の

方

財政需要の財源にあて

針

る。

事業概要

災害復旧

】

などの臨時的支出もし

策

１

くは異常の財政需要に

「

速やかに対応する。

期

第

間目標

国庫支出金 県支

２

出金 地方債 その他 一般

次

財源 事業費計 （千円）

小

令和 3年度実績 0 0

林

0 405 203,68

市

7 204,092

令和

総

 4年度実績 0 0 0 3

合

77 103,951 1

５

計

04,328

活動指標

画

名 単位

計画 0 計画 0
令

」

和 3年度 令和 4年

を

度 令和 5年度計画 0

中

実績 0 実績 0

活動指標

心

名 単位

計画 0 計画 0
令

と

和 3年度 令和 4年

し

度 令和 5年度計画 0

た

実績 0 実績 0

活動指標

効

名 単位

計画 0 計画 0
令

－

率

和 3年度 令和 4年

的

度 令和 5年度計画 0

か

実績 0 実績 0

財政の健

つ

全な運営に資するため

効

、株配当金のなどの基

果

金の運用益金の積立て

的

を行った。
実　績

基金

な

の運用益金は、条例に

行

基づき一般会計の計上

政

を要するため。
理　由

１

経

健全な財政運営のため

営

、運用益金の基金への

の

積立てを行う。
今後の

推

取組

進

　

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 070100 減債基金積立事業費(共通)

　財政状況を勘案し、基金の預金利息収入を加えて

効

減債基金の積立てを行う。

事業概要

　財政の健全な運営に資するため、積立て行う。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 4 400,000 400,004

令和 4年

率

度実績 0 0 0 4 300,000 300,004

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績
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基本 的

）

令和 3年度実績 0 0 0 1,562 7,669 9,231

令和 4年度実績 0 0 0 1,631 8,680 10,311

活動指標名 ふるさとセンター利用者数 単位 延べ人/年

計画 14,000 計画 14,000
令和 3年度

か

令和 4年度 令和 5年度計画 14,000
実績 10,459 実績 15,000

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

つ

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

平成16年に建設された当施設は経年劣化が進んでいるため維持修繕（雨漏り、エレベーター昇降機）に努めた
実　績

。また、市民の活動によるホール・会議室・研修室、社会福祉協議会

効

等の積極的な利用を図った。

利用者に安心安全な施設として利用してもらうために修繕等を行う必要があった。また、須木区域の中心部に
理　由

位置していること、大規模災害時の指定避難所であることから常時適正な管理

果

が必要である。

今後も経年劣化が進んでいくため突発的な修繕も発

所

生すると考えられるが

　

、予算の範囲内で対応

　

していく。庁
今後の取

属

組
舎移転を想定しセン

1

ター内各施設の総点検

0

を行い修繕等があれば

2

近年度に予算化する。

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 080100 公共施

施 営

設整備基金積立事業費

を

(共通)

財政状況を勘

行

案し、基金の預金利息

い

収入を加えて公共施設

ま

整備基金の積立てを行

す

う。

事業概要

将来の公

【

共施設整備に必要な資

方

金を積立てる。

期間目

針

標

国庫支出金 県支出金

】

地方債 その他 一般財源

策

１

事業費計 （千円）

令和

「

 3年度実績 0 0 0 3

第

200,000 200

２

,003

令和 4年度

次

実績 0 0 0 4 160,

小

001 160,005

林

活動指標名 単位

計画 0

市

計画 0
令和 3年度 令

総

和 4年度 令和 5年

合

度計画 0
実績 0 実績 0

５

計

活動指標名 単位

計画 0

画

計画 0
令和 3年度 令

」

和 4年度 令和 5年

を

度計画 0
実績 0 実績 0

中

活動指標名 単位

計画 0

心

計画 0
令和 3年度 令

と

和 4年度 令和 5年

し

度計画 0
実績 0 実績 0

た

将来の公共施設整備に

効

必要な資金を積み立て

－

率

た。
実　績

健全な財政

的

運営が図られている。

か

理　由

将来の公共施設

つ

整備に必要な資金を積

効

み立てる。
今後の取組

果的な行政

１

経営の

所　

推

　属 500500 地域

進

振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 100300 須木総合ふるさとセン

　

ター管理事業費(須木)

地域の市民文化の向上と福祉の増進、生涯学習の推進を図るため平成１６年に建設された複合施設である。現

在も、座席収納型の大ホールでのイベント、教育委員会須木分室、図書館、歯科診療所、

効

社会福祉協議会事務

室とその関連事業による利用がなされている。

事業概要 これらの施設設備の経年劣化による必要最低限の維持修繕を実施している。

避難所としての機能充実、複合施設としての本来の設置目的である機能

率

の維持を図る。

各種法定点検等を行い地域の市民文化の向上と福祉の増進、生涯学習の推進を図るとともに行政機能の移転時

期間目標 にも対応できる改修等を行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円
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基本 的

2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 △2

実績 △8.80 実績 7

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和

か

 5年度計画 0
実績 0 実績 0

決算額は前年度より増加した。
実　績

新型コロナウイルス感染症の影響が減り予定通り予算を執行したため。
理　由

適正な支出及び経費の節減に努める。
今後の取組

つ効果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

105 総務費・総務管

政

理費・財産管理費

事　

経

業 120100 施設営

施 営

繕事務事業費(共通)

を

施設の改修工事等にお

行

いて年間10件程度あ

い

るが、特に電気周り及

ま

び機械設備等の工事設

す

計については、法的規

【

制の問題があるため外

方

部の委託を行っている

針

。

事業概要

設計に関す

】

る積算業務等は複雑化

策

１

し専門的な知識が必要

「

となることから、全体

第

の工程等も考慮すると

２

外部専門

期間目標 業者

次

に委託する必要がある

小

場合、速やかに専門知

林

識を有する外部専門業

市

者に委託する。

国庫支

総

出金 県支出金 地方債 そ

合

の他 一般財源 事業費計

５

計

（千円）

令和 3年度

画

実績 0 0 0 0 330 3

」

30

令和 4年度実績

を

0 0 0 0 319 319

中

活動指標名 単位

計画 0

心

計画 0
令和 3年度 令

と

和 4年度 令和 5年

し

度計画 0
実績 0 実績 0

た

活動指標名 単位

計画 0

効

計画 0
令和 3年度 令

－

率

和 4年度 令和 5年

的

度計画 0
実績 0 実績 0

か

活動指標名 単位

計画 0

つ

計画 0
令和 3年度 令

効

和 4年度 令和 5年

果

度計画 0
実績 0 実績 0

的

旧鳥田町保育園の解体

な

設計委託業務を行った

行

。
実　績

解体準備のた

政

めに施設の構造等を把

１

経

握する必要があったた

営

め。
理　由

施設の改修

の

工事等において、特に

推

電気周り及び機械設備

進

等の工事設計については、法的規制の問題があるため
今後の取組

外部の委託を行う。

　

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画

効

費

事　業 010100 企画総務事業費(共通)

企画政策課事務に係る管理費

①人件費②消耗品費③普通旅費

④役務費(郵便料・行政ｼﾞｬｰﾅﾙ利用料)

事業概要 ⑤印刷製本費⑥使用料⑦各種負担金

各種経費の節減に努める

率

。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 1 2,738 2,739

令和 4年度実績 0 0 0 3 2,728 2,731

活動指標名 経費の節減前年度比 単位 %

計画 △2 計画 △
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基本 的

区）の自立促進を総合的かつ計画的に講じるために行う住民福祉の向上、雇用の

期間目標 増大、地域格差の是正等を目標とする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 97,60

か

0 4 1 97,605

令和 4年度実績 0 0 91,700 5 0 91,705

活動指標名 充当事業数 単位 事業

計画 18 計画 18
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 22

実績 23 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 

つ

3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

前年度と同様に利子及び過疎地域自立促進特別事業債の積立、事業への充当を行

効

った。
実　績

計画どおり過疎地域自立促進特別事業債及び利子を積み立てた。
理　由

過疎地域自立促進特別事業債及び利子の積立、事業への充当を行う。
今後の取組

果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 020100 土地利

施 営

用規制等対策事業費(

を

共通)

土地の売買届出

行

があった場合、受理後

い

１週間以内に処理し県

ま

に進達する。また、県

す

のデータを活用し無届

【

の土

地取引の実態を調

方

査する。無届等の法令

針

違反者には指導・助言

】

を行い、国土利用計画

策

１

法の円滑な運営を図る

「

。

また、10月1日の

第

全国「土地の日」に合

２

わせて周知活動を行う

次

。

事業概要 ○届出事務

小

○無届事務

国土利用計

林

画法に基づき、適正か

市

つ合理的な土地利用の

総

確保を図る。

期間目標

合

国庫支出金 県支出金 地

５

計

方債 その他 一般財源 事

画

業費計 （千円）

令和 

」

3年度実績 0 181 0

を

0 0 181

令和 4年

中

度実績 0 215 0 0 1

心

216

活動指標名 無届

と

処理件数 単位 件

計画 4

し

計画 3
令和 3年度 令

た

和 4年度 令和 5年

効

度計画 2
実績 11 実績

－

率

4

活動指標名 正規届出

的

件数 単位 件

計画 10 計

か

画 10
令和 3年度 令

つ

和 4年度 令和 5年

効

度計画 10
実績 35 実

果

績 22

活動指標名 単位

的

計画 0 計画 0
令和 3

な

年度 令和 4年度 令和

行

 5年度計画 0
実績 0

政

実績 0

正規届出の件数

１

経

が２２件、無届処理の

営

件数が４件であった。

の

実　績

土地売買等の書

推

類を作成する行政書士

進

等の制度への理解が深まり、土地売買届出の必要性が周知されたことか
理　由

ら、届出の提出件数は多く推移し、無届処理は減少した

　

。

無届処理があった際には相手方に指導を行い再発防止に努める。
今後の取組

効

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 080100 過疎地域振興基金積立事業費(共通)

基金を積み立て、過疎地域（須木区

率

及び野尻町区）における総合的かつ計画的な対策を講じて地域の自立促進

を図り、住民福祉の向上、雇用の増大及び地域格差の是正等、地域振興に要する事業に対する経費へ充当する

。

事業概要

過疎地域（須木区及び野尻町
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基本 的

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

行政経営会議及び総合計画等審議会で基本計画の評価結果を検証し、議会に報告後ＨＰに公表した。
実　績

市民ま

か

ちづくりアンケートの回収率は前年度を下回った。

総合計画を中心とした行政経営のトータル化が形となり、計画・予算・評価の一連の取組により成果を意識し
理　由

た事業実施が図られてきた。

翌年度予算編成に向け新規

つ

拡充事業及び統廃合事業を先行して審議し、効果的な事業展開を目指す。
今後の取組

効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 110100 まちづ

施 営

くり基金積立事業費(

を

共通)

協働のまちづく

行

りを推進することを目

い

的とする事業に対して

ま

充当するため、積み立

す

てる。

事業概要

協働の

【

まちづくりの推進に必

方

要な事業に充てること

針

により、本市のまちづ

】

くりの活性化を図る。

策

１

期間目標

国庫支出金 県

「

支出金 地方債 その他 一

第

般財源 事業費計 （千円

２

）

令和 3年度実績 0

次

0 0 4 0 4

令和 4年

小

度実績 0 0 0 2 0 2

活

林

動指標名 充当事業数 単

市

位 事業

計画 4 計画 4
令

総

和 3年度 令和 4年

合

度 令和 5年度計画 7

５

計

実績 7 実績 7

活動指標

画

名 単位

計画 0 計画 0
令

」

和 3年度 令和 4年

を

度 令和 5年度計画 0

中

実績 0 実績 0

活動指標

心

名 単位

計画 0 計画 0
令

と

和 3年度 令和 4年

し

度 令和 5年度計画 0

た

実績 0 実績 0

前年度と

効

同様に利子の積立、事

－

率

業への充当を行った。

的

実　績

計画どおり利子

か

を積み立てた。
理　由

つ

利子の積立て及び基金

効

目的に沿った事業への

果

充当を行う。
今後の取

的

組

な行政

１

経営の推

所

進

　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 120100 総合計画運営費

　

(共通)

・総合計画等審議会運営（令和３年度行政評価）

・行政経営ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑの運用(計画･予算･人事･組織･各種個別計画の運営の連携)

・小林市行財政改革推進プランの推進

事業概要 ・市民ｱﾝｹｰﾄ調査(

効

1回/年)

第２次小林市総合計画を中心とした行政経営が展開できている状態。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,330 1,

率

330

成果指標名 市民まちづくりアンケート回収率 単位 %

計画 40 計画 40
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 42.75 実績 29.10

成果指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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基本 的

属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 260100 ふるさと振興基金積立事業費(共通)

　市の歴史・伝統・文化・産業を活かし、個性的で魅力的な地域づくり

か

に資することを目的とする事業に対し

て充当するため積み立てる。

事業概要

　ふるさとづくりに必要な事業に充てることにより、本市のまちづくりの活性化を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費

つ

計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 6 0 6

令和 4年度実績 0 0 0 6 3,500 3,506

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度

効

令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

2事業に充当し、預金利息として19,714円を積み立てた。
実　績

計画的に利息を

果

積み立てた。
理　由

基金の目的を達成する事業に充当し、計画的に

所

管理する。
今後の取組

　　属 162

的

000 地方創生課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 180100 総合戦

施 営

略推進事業費(共通)

を

てなんど小林総合戦略

行

に位置づけられた各施

い

策を確実に推進するた

ま

め、庁内会議はもとよ

す

り、産官学金労言の

有

【

識者や市民の代表から

方

成る組織において、適

針

切な進捗管理及び効果

】

の評価・検証を行う。

策

１

東大先端科学技術研究

「

センターとの連携協定

第

に基づく実証実験事業

２

やコワーキング施設の

次

運営及び移住支援等

事

小

業概要 業務の委託を行

林

う。

 

 

 

事業の実施

市

、評価・検証、必要に

総

応じた見直し・改善に

合

よる計画の磨き上げ、

５

計

事業の実施、というサ

画

イクルを

期間目標 繰り

」

返し、総合戦略の着実

を

な推進を図る。

国庫支

中

出金 県支出金 地方債 そ

心

の他 一般財源 事業費計

と

（千円）

令和 3年度

し

実績 19,630 3,

た

752 0 389 9,6

効

56 33,427

令和

－

率

 4年度実績 0 0 0 1

的

94 21,773 21

か

,967

成果指標名 出

つ

会い支援事業参加者数

効

単位 人

計画 250 計画

果

250
令和 3年度 令

的

和 4年度 令和 5年

な

度計画 30
実績 0 実績

行

19

成果指標名 連携・

政

研究内容を反映した事

１

経

業 単位 事業

計画 1 計画

営

1
令和 3年度 令和 

の

4年度 令和 5年度計

推

画 3
実績 0 実績 4

成果

進

指標名 コワーキングスペース利用者数 単位 人

計画 1,200 計画 1,300
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1,400

実

　

績 985 実績 1,003

総合計画等審議会等でKPIの評価・検証、市議会への報告を行った。出会い支援や連携事業については新型コ
実　績

ロナの影響を受けたが、新たな事業については規模を縮小しつつも適切に実施す

効

ることができた。

計画的なPDCAサイクルに基づき、適切な評価・検証ができた。
理　由

新たに取り組み始めた「２分の３成人式」等の内容を充実させるとともに、今後とも適切な進捗管理に努め、
今後の取組

地方創生に

率

向けた取組のさらなる充実・強化を図る。

所　　
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基本 的

0

財務会計システムの安定した運用を図った。
実　績

財務会計システムの安定した運用が図られた。
理　由

財務会計システムの安定した運用を図る。
今後の取組

かつ効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20106 総務費・総

政

務管理費・企画費

事　

経

業 430100 地域振

施 営

興基金積立事業費(共

を

通)

市民の連帯の強化

行

及び地域振興を目的と

い

する事業に対して充当

ま

するため積み立てる。

す

事業概要

市民の連帯の

【

強化及び地域振興に必

方

要な事業に充てること

針

により本市のまちづく

】

りの活性化を図る。

期

策

１

間目標

国庫支出金 県支

「

出金 地方債 その他 一般

第

財源 事業費計 （千円）

２

令和 3年度実績 0 0

次

0 7 0 7

令和 4年度

小

実績 0 0 0 183 0 1

林

83

活動指標名 単位

計

市

画 0 計画 0
令和 3年

総

度 令和 4年度 令和 

合

5年度計画 0
実績 0 実

５

計

績 0

活動指標名 単位

計

画

画 0 計画 0
令和 3年

」

度 令和 4年度 令和 

を

5年度計画 0
実績 0 実

中

績 0

活動指標名 単位

計

心

画 0 計画 0
令和 3年

と

度 令和 4年度 令和 

し

5年度計画 0
実績 0 実

た

績 0

12事業に充当し

効

、預金利息として7,

－

率

274円積み立てた。

的

実　績

計画的に利息を

か

積み立てた。
理　由

基

つ

金の目的を達成する事

効

業に充当し、計画的に

果

管理する。
今後の取組

的な行政

１

経営の推

所　

進

　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 020107 総務費・総務管理費・電子計算管理費

事　業 030100 財務会計シス

　

テム管理事業費(共通)

　財務会計システムの運用に係る下記経費を計上

○ 保守点検委託料　　　

　　　

事業概要

　内部事務系の基幹システムであることから、障害発生等による業務の停滞が発生しないよう、安定した運

効

用

期間目標 に努める。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 3,856 3,856

令和 4年度実績 0 0 0 0 3,856 3,856

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度

率

令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績
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基本 的

5年度計画 0
実績 0 実績 0

支所運営に係る消耗品費等のコスト削減に取り組んだが結果、前年度比で20％の減となった。
実　績

 

コスト意識を常に持ち各職員へ共通認識を持つようお願いするなど、コスト削減を徹底した

か

。ペーパーレス効
理　由

果もあった。

今後も、支所全体でコスト意識を持ち運営事業費の削減を目指す。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

107 総務費・総務管

政

理費・電子計算管理費

経

事　業 040100 財

施 営

務会計システム管理事

を

業費（臨時）(共通)

行

　平成30年度に再構

い

築し、平成31年４月

ま

から本稼動している財

す

務会計システムについ

【

て、安定的な運用を図

方

る

ため、必要な改修等

針

を行う。 

事業概要

本

】

稼動後は必要な改修等

策

１

を行いながら安定的な

「

運用を図る。

期間目標

第

国庫支出金 県支出金 地

２

方債 その他 一般財源 事

次

業費計 （千円）

令和 

小

3年度実績 0 0 0 0 2

林

,648 2,648

令

市

和 4年度実績 0 0 0

総

0 770 770

活動指

合

標名 単位

計画 0 計画 0

５

計

令和 3年度 令和 4

画

年度 令和 5年度計画

」

0
実績 0 実績 0

活動指

を

標名 単位

計画 0 計画 0

中

令和 3年度 令和 4

心

年度 令和 5年度計画

と

0
実績 0 実績 0

活動指

し

標名 単位

計画 0 計画 0

た

令和 3年度 令和 4

効

年度 令和 5年度計画

－

率

0
実績 0 実績 0

新財務

的

会計システムの必要な

か

改修がなかった。
実　

つ

績

新財務会計システム

効

の必要な改修がなかっ

果

た。
理　由

必要な改修

的

等を行いながら安定的

な

な運用を図る。
今後の

行

取組

政

１

経営の推進

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020108 総務

　

費・総務管理費・支所及び出張所費

事　業 010300 須木総合支所運営費(須木)

須木区域の中心的な行政機関である須木総合支所内で行う事務事業の運営について効率化を図る。

事業概要

須木総合支所の事務事業の効率

効

化

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 1,360 1,360

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,324 1,324

活動指標名 消耗品費の効率化 単位 ％

計画 △2 計画 △2

率

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 △2
実績 △15 実績 △20

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 
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基本 的

6

成果指標名 施設の利用申請件数 単位 件

計画 90 計画 90
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 90

実績 84 実績 52

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

税等の収

か

納、住民票等の証明書発行、施設の利用申請の受付等を行った。
実　績

紙屋地区は、野尻町区域の中でも遠隔地であり、高齢化や公共交通の減少もあり、地区住民のニーズがある。
理　由

地区の出張所として、住民のニーズ

つ

に応えられる行政サービスを提供していく。
今後の取組

効果

所　　属 300

的

500 市民課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

108 総務費・総務管

政

理費・支所及び出張所

経

費

事　業 020100

施 営

出張所運営事業費(共

を

通)

市税、国民健康保

行

険税、介護保険料等の

い

収納事務や住民票、印

ま

鑑証明、戸籍謄本等の

す

証明書の交付事務を行

【

う

。また、出張所管内

方

の行政事務に関する本

針

庁関係課との連絡調整

】

を行う。

事業概要

各種

策

１

証明書の交付事務や市

「

税の収納事務を確実に

第

行う。

期間目標

国庫支

２

出金 県支出金 地方債 そ

次

の他 一般財源 事業費計

小

（千円）

令和 3年度

林

実績 0 0 0 964 0 9

市

64

令和 4年度実績

総

0 0 0 0 1,027 1

合

,027

活動指標名 単

５

計

位

計画 0 計画 0
令和 

画

3年度 令和 4年度 令

」

和 5年度計画 0
実績

を

0 実績 0

活動指標名 単

中

位

計画 0 計画 0
令和 

心

3年度 令和 4年度 令

と

和 5年度計画 0
実績

し

0 実績 0

活動指標名 単

た

位

計画 0 計画 0
令和 

効

3年度 令和 4年度 令

－

率

和 5年度計画 0
実績

的

0 実績 0

西小林地区に

か

おける窓口として、各

つ

種証明書の交付事務、

効

税金等の収納事務を行

果

った。
実　績

各種事務

的

を適正に行うことがで

な

きた。
理　由

引き続き

行

西小林地区における窓

政

口を開設し、利便性の

１

経

向上を図る。
今後の取

営

組

の推進

所　　属 601000 住

　

民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020108 総務費・総務管理費・支所及び出張所費

事　業 020400 出張所運営事業費(野尻)

出張所の機能を適正に管理し、住民票・戸籍・税に関する証明書の発行、印

効

鑑登録及び証明書発行、税・各種

使用料の収納や行政手続きの受付等を行う。

事業概要

地区住民が必要な手続き等が行え、住民サービスを受けられるようにする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計

率

（千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 453 453

令和 4年度実績 0 0 0 0 416 416

成果指標名 収納件数 単位 件

計画 1,300 計画 1,300
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1,300

実績 806 実績 83
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基本 的

動指標名 研修会等の参加 単位 回

計画 2 計画 3
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 2 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0

か

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

全国公平委員会連合会本部研究会中止。全国公平委員会連合会九州支部総会・研究会書面開催。宮崎県公平委
実　績

員会連合会総会・研修会開催。

新型コロナウイ

つ

ルス感染症拡大防止により、中止または書面決議となった会議があった。
理　由

委員及び書記職員の公平審理に対する見職を深めるため、各種研修会等に積極的に参加し事例を通して学び、
今後の取組

人事行政の公正を期す

効

ための見識を深める。

果

所　　属 600

的

500 地域振興課（野

な

尻庁舎） 会　計 1 一般

行

会計

科　目 02010

政

8 総務費・総務管理費

経

・支所及び出張所費

事

施 営

　業 030400 野尻

を

総合支所運営費(野尻

行

)

　野尻庁舎の業務効

い

率化のため、庁舎間文

ま

書の送受、郵便送受事

す

務等、庁舎の総体的な

【

業務を効率的に進める

方

ため、会計年度任用職

針

員１名を配置する。ま

】

た、コピー機、印刷機

策

１

等の保守管理経費を計

「

上する。

事業概要

総体

第

的な管理事務を行うこ

２

とで、庁舎の円滑な運

次

営を図り、住民サービ

小

ス向上につなげる。

期

林

間目標

国庫支出金 県支

市

出金 地方債 その他 一般

総

財源 事業費計 （千円）

合

令和 3年度実績 0 0

５

計

0 0 4,318 4,3

画

18

令和 4年度実績

」

0 0 0 0 4,274 4

を

,274

成果指標名 庁

中

舎利用者苦情件数 単位

心

件

計画 0 計画 0
令和 

と

3年度 令和 4年度 令

し

和 5年度計画 0
実績

た

0 実績 0

活動指標名 単

効

位

計画 0 計画 0
令和 

－

率

3年度 令和 4年度 令

的

和 5年度計画 0
実績

か

0 実績 0

活動指標名 単

つ

位

計画 0 計画 0
令和 

効

3年度 令和 4年度 令

果

和 5年度計画 0
実績

的

0 実績 0

庁舎利用者の

な

苦情はなかった。
実　

行

績

文書選別管理や郵便

政

事務等、庁舎の総合的

１

経

な業務を効率的に行っ

営

た。
理　由

庁舎の総合

の

的な業務を効率的に行

推

い、円滑な運営に努め

進

ていく。
今後の取組

　

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020109 総務費・総務管理費・公平委員会費

事　業 010100 公平委員会費(共通)

　委員及び事

効

務局職員の公平審理に対する見職を深めるため、各種研修会等に積極的に参加し、事例を通して

学ぶ。

・全国公平委員会本部研究会　

事業概要 ・宮崎県連合会総会・研究会

・全公連九州支部総会・研究会

 

　公平委員制度に

率

より、職員が職務の遂行に当たって、全力を挙げて専念することを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 48 48

令和 4年度実績 0 0 0 0 48 48

活

299 299

299 事務事業評価書 299



基本 的

等異動届の処理、住民票や税証明、印鑑証明、戸籍に

関する証明書の発行業務、印鑑登録、戸籍の届出受理、マイナンバーに関する業務を行っている。

事業概要

来庁者が必要な手続きを適正に行い、満足していただける住民

か

サービスを提供できる状態にする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 313 313

令和 4年度実績 0 0 0 224 0 224

成果指標名 証明書等交付件数 単位 件

計

つ

画 10,000 計画 10,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 10,000

実績 7,708 実績 5,428

成果指標名 異動等受付件数 単位 件

計画 900 計画 900
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画

効

900
実績 4,361 実績 7,565

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

手数料を伴う証明書などの交付件数は、昨年度より減少したが、個人番号カードにまつわる業務

果

が、大幅に増
実　績

加した。

新たなマイナポイント付与事業が開始

所

されたことにより、個

　

人番号カード申請およ

　

び交付、マイナポイン

属

ト付
理　由

与サポート

3

業務が増加したため。

0

正確で迅速な処理を心

0

がける。個人番号カー

的

5

ドを利用した証明書発

0

行や異動手続きについ

0

て、来庁者へ案内、
今

市

後の取組
サポートして

民

いく。

課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

301 総務費・戸籍住

政

民基本台帳費・戸籍住

経

民基本台帳費

事　業 0

施 営

10100 戸籍住民基

を

本台帳費(共通)

住民

行

の基礎データとなる戸

い

籍・住民基本台帳・印

ま

鑑登録等を最新の状態

す

に保つため届書や申請

【

書に基づき適切

に記載

方

し管理する。また、住

針

民からの請求に応じ各

】

種証明発行を行う。平

策

１

成29年11月から導

「

入した各種証明書

のコ

第

ンビニ交付によりマイ

２

ナンバーカードの利便

次

性を高め、住民サービ

小

スの向上を図る。

事業

林

概要

年間証明書発行・

市

届出件数　75,00

総

0件

期間目標

国庫支出

合

金 県支出金 地方債 その

５

計

他 一般財源 事業費計 （

画

千円）

令和 3年度実

」

績 373 49 0 18,

を

315 0 18,737

中

令和 4年度実績 2 4

心

9 0 18,782 0 1

と

8,833

成果指標名

し

証明書発行・届出件数

た

単位 件

計画 75,00

効

0 計画 75,000
令

－

率

和 3年度 令和 4年

的

度 令和 5年度計画 7

か

5,000
実績 77,

つ

366 実績 73,34

効

1

活動指標名 単位

計画

果

0 計画 0
令和 3年度

的

令和 4年度 令和 5

な

年度計画 0
実績 0 実績

行

0

活動指標名 単位

計画

政

0 計画 0
令和 3年度

１

経

令和 4年度 令和 5

営

年度計画 0
実績 0 実績

の

0

戸籍届出・住民異動

推

・印鑑登録等の届出に

進

基づき適正に記載し、住民からの交付請求に対し証明発行を行った
実　績

。各種システム機器の保守点検を行い、安定稼働に努めた。

　

各種届出・申請に基づき正確に記載を行い、交付請求にも迅速に対応できた。
理　由

各種届出・申請に的確に対応できるよう各庁舎間で情報共有する等、職員の能力向上に努める。各種システム
今後の取組

を安定稼働させる

効

ため、保守点検を確実に行う。

所　　属 6010

率

00 住民生活課（野尻庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020301 総務費・戸籍住民基本台帳費・戸籍住民基本台帳費

事　業 010400 戸籍住民基本台帳費(野尻)

野尻庁舎住民生活課において、主に来庁者の案内、住所

300 300

300 事務事業評価書 300



基本 的

績 0 23 0 0 214 237

活動指標名 統計書の作成 単位 部数

計画 80 計画 80
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 80

実績 80 実績 70

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実

か

績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

県内統計に関する研修会に参加し、統計実務に関する情報収集を図った。また、小林市統計書を作成し、市に
実　績

関する

つ

情報の公表を行った。

小林市のあらゆる分野の実績を公表することで、実状を把握することができ、様々な場面でデータを活用でき
理　由

る体制ができた。

引き続き広く活用されるようデータ収集を行い公表する。
今後の取

効

組

果

所　　属 300

的

500 市民課 会　計 1

な

一般会計

科　目 020

行

301 総務費・戸籍住

政

民基本台帳費・戸籍住

経

民基本台帳費

事　業 0

施 営

30100 戸籍住民基

を

本台帳費（臨時）(共

行

通)

〇戸籍法一部改正

い

及びデジタル手続法に

ま

対応するための戸籍シ

す

ステム改修を行う。

○

【

各種証明書コンビニ交

方

付システムの機器更新

針

及び更新に伴う各種試

】

験等を行う。

事業概要

策

１

各作業について遺漏の

「

無いように対応する。

第

期間目標

国庫支出金 県

２

支出金 地方債 その他 一

次

般財源 事業費計 （千円

小

）

令和 3年度実績 2

林

64 0 0 532 0 79

市

6

令和 4年度実績 6

総

,948 0 0 870 4

合

,838 12,656

５

計

活動指標名 単位

計画 0

画

計画 0
令和 3年度 令

」

和 4年度 令和 5年

を

度計画 0
実績 0 実績 0

中

活動指標名 単位

計画 0

心

計画 0
令和 3年度 令

と

和 4年度 令和 5年

し

度計画 0
実績 0 実績 0

た

活動指標名 単位

計画 0

効

計画 0
令和 3年度 令

－

率

和 4年度 令和 5年

的

度計画 0
実績 0 実績 0

か

戸籍法一部改正及びデ

つ

ジタル手続法に対応す

効

るための戸籍システム

果

及び戸籍附表システム

的

の改修を行った。
実　

な

績

法改正等に対応する

行

ためシステム改修を行

政

った。
理　由

戸籍、住

１

経

基等に関する法改正等

営

に対応するためシステ

の

ム改修を行っていく。

推

今後の取組

進

　

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020501 総務費・統計調査費・統計調査総務費

事　業 010100 統計調査総務費(共通)

統計業務に係る経費全般。

統計書の作成

効

。

令和５年度は、住宅・土地統計調査実施年度であり、事務量の増加が見込まれるため、会計年度任用職員２名

事業概要 を繁忙期(６ヶ月)で雇用する。

統計業務支援システムを導入しており、保守点検料が必要となる。

統

率

計業務の円滑的運営。

期間目標 統計業務支援システムの活用により、基幹統計業務の事務効率化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 22 0 0 281 303

令和 4年度実

301 301

301 事務事業評価書 301



基本 的

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

全施設から期限内に提出いただき、県へ報告することができた。
実　績

毎

か

年実施される調査であり、施設職員も習熟できている。休園により入力できないは代理入力により対応した
理　由

。

調査内容を十分理解し、円滑な対応を行うことで期限までの提出を厳守していただく。
今後の取組

つ効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20502 総務費・統

政

計調査費・基幹統計費

経

事　業 010100 県

施 営

現住人口統計調査費(

を

共通)

毎月の人口の移

行

動状況（転出入、出生

い

・死亡、その他）につ

ま

いて、１日現在で調査

す

し、県へ報告する。

事

【

業概要

県へ確実に報告

方

することで、国勢調査

針

実施年度間の移動状況

】

を推計する。

期間目標

策

１

国庫支出金 県支出金 地

「

方債 その他 一般財源 事

第

業費計 （千円）

令和 

２

3年度実績 0 27 0 0

次

0 27

令和 4年度実

小

績 0 27 0 0 0 27

活

林

動指標名 調査票の報告

市

単位 回

計画 12 計画 1

総

2
令和 3年度 令和 

合

4年度 令和 5年度計

５

計

画 12
実績 12 実績 1

画

2

活動指標名 単位

計画

」

0 計画 0
令和 3年度

を

令和 4年度 令和 5

中

年度計画 0
実績 0 実績

心

0

活動指標名 単位

計画

と

0 計画 0
令和 3年度

し

令和 4年度 令和 5

た

年度計画 0
実績 0 実績

効

0

毎月の人口増減数に

－

率

ついて調査を行い、県

的

へ報告した。また、デ

か

ータを活用し市ホーム

つ

ページに公表した。
実

効

　績

市民の関心がある

果

人口について、毎月公

的

表することができた。

な

理　由

毎月の人口動向

行

を調査し県へ報告をす

政

る。また、市ホームペ

１

経

ージでも毎月公表する

営

。
今後の取組

の推進

所　　属 16

　

0500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020502 総務費・統計調査費・基幹統計費

事　業 020100 教育統計調査費(共通)

統計法施行令および学校基本調査規則に基づき、毎年５月１日を基準日として実施され

効

る。

幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、各種学校、専修学校が対象となる。

事業概要

学校教育行政に関する施策の基礎資料を得る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和

率

 3年度実績 0 27 0 0 0 27

令和 4年度実績 0 27 0 0 0 27

活動指標名 調査表回収率 単位 ％

計画 100 計画 100
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 100

実績 100 実績 100

活動指標名 単位

計画 0 計画 0

302 302

302 事務事業評価書 302



基本 的

和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

調査票等について、期限内に県に提出を行った。
実　績

調査員説明会の実施や未提出者への督促等を行い、円滑に調査が完了するよう取組みを行った。
理　由

5年毎

か

に実施のため次回調査は令和10年度である。県等からの情報収集を遺漏なく行い円滑に調査を実施する
今後の取組

。

つ効果

所　　属 160

的

500 企画政策課 会　

な

計 1 一般会計

科　目 0

行

20502 総務費・統

政

計調査費・基幹統計費

経

事　業 070100 経

施 営

済センサス費(共通)

を

経済センサス－活動調

行

査は統計法に基づき５

い

年毎に実施される。

事

ま

業概要

全産業分野にお

す

ける事業所及び企業の

【

経済活動の実態を全国

方

及び地域別の明らかに

針

するとともに、事業所

】

及び

期間目標 企業を調

策

１

査対象とする各種統計

「

調査を行う際の基礎と

第

なる母集団資料を得る

２

。

国庫支出金 県支出金

次

地方債 その他 一般財源

小

事業費計 （千円）

令和

林

 3年度実績 0 3,1

市

29 0 0 49 3,17

総

8

令和 4年度実績 0

合

6 0 0 0 6

活動指標名

５

計

回収率 単位 ％

計画 90

画

計画 0
令和 3年度 令

」

和 4年度 令和 5年

を

度計画 0
実績 0 実績 0

中

活動指標名 単位

計画 0

心

計画 0
令和 3年度 令

と

和 4年度 令和 5年

し

度計画 0
実績 0 実績 0

た

活動指標名 単位

計画 0

効

計画 0
令和 3年度 令

－

率

和 4年度 令和 5年

的

度計画 0
実績 0 実績 0

か

平成21年経済センサ

つ

ス基礎調査において設

効

定した調査区の管理を

果

実施した。
実　績

変更

的

等は無く調査区管理を

な

完了した。 
理　由

次

行

回基礎調査に向けて引

政

き続き調査区管理を実

１

経

施する。
今後の取組

営の推進

所　　属 160500 企画政

　

策課 会　計 1 一般会計

科　目 020502 総務費・統計調査費・基幹統計費

事　業 120100 就業構造基本調査費(共通)

就業構造基本調査は統計法に基づき５年毎に実施される。

令和４年度は実施年。

事業概要

就業及び

効

不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 1,564 0 0 1,17

率

3 2,737

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令
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基本 的

おける安定した生活

基盤となった。その後、数度の制度改正を経て、現在に至る。

年金制度の根幹である保険料納付について、若年者等の保険料未納を増加させないように、制度説明、免除手

事業概要 続きの案内等を分かり

か

やすく丁寧に行う。

未納者、無年金者、低年金受給者を少なくする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 13,658 0 0 0 △12,905 753

令和 4年度実績 639

つ

0 0 0 1 640

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0

効

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

厚生年金・共済年金を離脱した人及び20歳到達者について、国民年金加入手続きを行った。免除申請の受付を
実　績

行い未納を減らし、無年金者とならないよう

果

説明を行った。※事業費より歳入が多いため残額は一般財源へ

障害

所

年金は、病気・事故等

　

で基準を満たしても、

　

保険料の未納があると

属

年金を請求できない場

7

合があるので、
理　由

4

未納とならないようし

0

っかり説明を行った。

的

5

年金事務所と連携して

0

、無年金者が出ないよ

0

うにしっかり説明して

監

いきたい。また、法改

査

正もあるので、遺漏
今

委

後の取組
の無いように

員

対応したい。

事務局

な

会　計 1 一般会計

科　

行

目 020601 総務費

政

・監査委員費・監査委

経

員費

事　業 01010

施 営

0 監査委員事業費(共

を

通)

監査・検査につい

行

ては、市の行財政運営

い

が、地方自治法の趣旨

ま

に則して、適正かつ効

す

果的に実現されている

【

か

を確認し、結果を公

方

表する。審査について

針

は、市長から審査に付

】

された決算等が地方公

策

１

会計の基準等に準拠し

「

て作成され、適正に表

第

示していること、及び

２

予算の執行や事業の経

次

営の適法性、効率性及

小

び妥当性等を審査し

事

林

業概要 、結果を意見と

市

して表明する。

監査の

総

実効性を確保するため

合

、定期監査において、

５

計

前年度と同様の指摘を

画

受ける課を減らす。

期

」

間目標

国庫支出金 県支

を

出金 地方債 その他 一般

中

財源 事業費計 （千円）

心

令和 3年度実績 0 0

と

0 0 3,245 3,2

し

45

令和 4年度実績

た

0 0 0 0 3,483 3

効

,483

成果指標名 指

－

率

摘改善率（前年度と同

的

様の指摘がない課の割

か

合） 単位 %

計画 80 計

つ

画 80
令和 3年度 令

効

和 4年度 令和 5年

果

度計画 80
実績 61 実

的

績 66

活動指標名 単位

な

計画 0 計画 0
令和 3

行

年度 令和 4年度 令和

政

 5年度計画 0
実績 0

１

経

実績 0

活動指標名 単位

営

計画 0 計画 0
令和 3

の

年度 令和 4年度 令和

推

 5年度計画 0
実績 0

進

実績 0

指摘改善率　66％
実　績

課ごとに指摘及び口頭指摘の詳細一覧を作成並びに配付し、指摘内容の周知を図ったことで、前年度

　

に比して
理　由

指摘改善率は向上したものの、依然として前年度と同様の指摘を受ける課があったため。

前年度と同様の指摘を受ける課を減らすため、全課を対象に指摘内容の周知を図り、事務主管課に対しては、
今後の取

効

組
研修及び指導を行うよう依頼する。

所　　属 3

率

00500 市民課 会　計 1 一般会計

科　目 030102 民生費・社会福祉費・国民年金費

事　業 010100 国民年金事業費(共通)

昭和３５年１０月１日国民年金法施行で、国民皆年金制度となり、国民（市民）の老後に
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基本 的

績 0

本市一般会計に係る市債の元金を利子償還とともに支出した。
実　績

本市一般会計に係る市債の元金を利子償還とともに支出した。
理　由

本市一般会計に係る市債の元金を利子償還とともに支出する。
今後の取組

かつ効果

所　　属 251

的

000 管財課 会　計 1

な

一般会計

科　目 070

行

101 土木費・土木管

政

理費・土木総務費

事　

経

業 030100 土地開

施 営

発基金繰出事業費(共

を

通)

公用財産・公共用

行

財産に供する土地の先

い

行取得を目的として、

ま

土地開発基金の預金利

す

息の繰り出しを行って

【

い

る。

事業概要

必要に

方

応じて公用財産・公共

針

用財産に供する土地を

】

先行取得する。

期間目

策

１

標

国庫支出金 県支出金

「

地方債 その他 一般財源

第

事業費計 （千円）

令和

２

 3年度実績 0 0 0 5

次

0 5

令和 4年度実績

小

0 0 0 6 0 6

活動指標

林

名 単位

計画 0 計画 0
令

市

和 3年度 令和 4年

総

度 令和 5年度計画 0

合

実績 0 実績 0

活動指標

５

計

名 単位

計画 0 計画 0
令

画

和 3年度 令和 4年

」

度 令和 5年度計画 0

を

実績 0 実績 0

活動指標

中

名 単位

計画 0 計画 0
令

心

和 3年度 令和 4年

と

度 令和 5年度計画 0

し

実績 0 実績 0

公用・公

た

共用に供する土地の先

効

行取得を目的として、

－

率

土地開発基金の預金利

的

息の繰り出しを行った

か

。
実　績

預金利息は条

つ

例に基づき一般会計の

効

計上が必要となるため

果

。
理　由

条例に基づき

的

、適正な事務処理を行

な

う。
今後の取組

行政

１

経営の推進

所　　属 102000 財政課 会　計 1 一般会計

科　目 110101 公債費・公債費・元金

事　業 01

　

0100 市債元金償還事業費(共通)

　本市一般会計に係る市債の元金を利子償還とともに支出するもの。

事業概要

　本市一般会計に係る市債の元金を利子償還とともに支出する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

効

一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 29,128 3,118,643 3,147,771

令和 4年度実績 0 0 0 35,413 3,125,462 3,160,875

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年

率

度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実
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基本 的

計画 0
実績 0 実績 0

土地開発基金で先行取得した土地について償還計画に基づきその購入費の返済を行った。
実　績

今年度は、４件の償還を行った。

基金への償還は、償還計画に基づくため。
理　由

必要に応じて公用・公共

か

的に供する土地を先行取得する。償還計画に基づき確実な返済を執行する。
今後の取組

つ効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 110

行

102 公債費・公債費

政

・利子

事　業 0101

経

00 市債利子償還事業

施 営

費(共通)

　本市一般

を

会計に係る市債の利子

行

を元金償還とともに支

い

出するもの。

事業概要

ま

　本市一般会計に係る

す

市債の利子を元金償還

【

とともに支出する。

期

方

間目標

国庫支出金 県支

針

出金 地方債 その他 一般

】

財源 事業費計 （千円）

策

１

令和 3年度実績 0 0

「

0 1 121,189 1

第

21,190

令和 4

２

年度実績 0 0 0 1 10

次

3,840 103,8

小

41

活動指標名 単位

計

林

画 0 計画 0
令和 3年

市

度 令和 4年度 令和 

総

5年度計画 0
実績 0 実

合

績 0

活動指標名 単位

計

５

計

画 0 計画 0
令和 3年

画

度 令和 4年度 令和 

」

5年度計画 0
実績 0 実

を

績 0

活動指標名 単位

計

中

画 0 計画 0
令和 3年

心

度 令和 4年度 令和 

と

5年度計画 0
実績 0 実

し

績 0

本市一般会計に係

た

る市債の利子を元金償

効

還とともに支出した。

－

率

実　績

本市一般会計に

的

係る市債の利子を元金

か

償還とともに支出した

つ

。
理　由

本市一般会計

効

に係る市債の利子を元

果

金償還とともに支出す

的

る。
今後の取組

な行政

１

経営の推進

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一般会計

科　目 120101 諸支出金・普通財産取得費・土地取得費

事　業 0101

　

00 財産取得事業費(共通)

土地開発基金で先行取得した土地について償還計画に基づきその購入費の返済を行っている

事業概要

必要に応じて効用・公共的に供する土地を先行取得し、償還計画に基づき確実な返済を執行す

効

る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 3,763 17,191 20,954

令和 4年度実績 0 0 0 3,794 17,026 20,820

活動指標名 単位

計画 0 計

率

画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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基本 的かつ効果

所　　属 102

的

000 財政課 会　計 1

な

一般会計

科　目 130

行

101 予備費・予備費

政

・予備費

事　業 010

経

100 予備費(共通)

施 営

　緊急性のあるものに

を

限り予備費からの充用

行

により対応し、予算執

い

行の適正性・健全性を

ま

図る。

事業概要

　不足

す

の事態により生じた予

【

算外の支出又は予算超

方

過の支出に予備費で対

針

処する。

期間目標

国庫

】

支出金 県支出金 地方債

策

１

その他 一般財源 事業費

「

計 （千円）

令和 3年

第

度実績 0 0 0 0 0 0

令

２

和 4年度実績 0 0 0

次

0 0 0

活動指標名 単位

小

計画 0 計画 0
令和 3

林

年度 令和 4年度 令和

市

 5年度計画 0
実績 0

総

実績 0

活動指標名 単位

合

計画 0 計画 0
令和 3

５

計

年度 令和 4年度 令和

画

 5年度計画 0
実績 0

」

実績 0

活動指標名 単位

を

計画 0 計画 0
令和 3

中

年度 令和 4年度 令和

心

 5年度計画 0
実績 0

と

実績 0

不測の事態によ

し

り生じた予算外の支出

た

又は予算超過の支出に

効

予備費で対処した。
実

－

率

　績

不測の事態により

的

生じた予算外の支出又

か

は予算超過の支出に予

つ

備費で対処した。
理　

効

由

不測の事態により生

果

じた予算外の支出又は

的

予算超過の支出に予備

な

費で対処する。
今後の

行

取組

政

１

経営の推進

　効率
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基本 的

交換を行う。

広域的な連携により、関係市町との共通の課題について効率的・効果的な対応を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 163 0 0 1,205 1,368

か

令和 4年度実績 0 277 0 0 1,333 1,610

活動指標名 定住自立圏推進事業数 単位 事業

計画 54 計画 54
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 54

実績 54 実績 54

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度

つ

令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

年間計画どおり開催

所

できなかった連携事業

　

も多かったが、一部事

　

業においては、コロナ

効

属

に対応した事業が開催

1

実　績
できた。また、

6

会議においてもオンラ

0

インと対面を使い分け

5

ながら開催することが

0

できた。

コロナによる

0

事業中止が相次ぐ中、

企

コロナに対応する形で

画

一部事業を開催するこ

政

とができた。
理　由

環

果

策

霧島会議が霧島ジオパ

課

ーク推進連絡協議会に

会

吸収合併される予定で

　

あり、より一体的に環

計

霧島地域の持続可
今後

1

の取組
能なまちづくり

一

のため、体制の構築と

般

連携市町の意識の統一

会

を図っていくことが重

計

要である。

的

科　目 020106 総

な

務費・総務管理費・企

行

画費

事　業 03010

政

0 西諸広域行政事務組

経

合負担金(共通)

西諸

施 営

広域行政事務組合本市

を

負担金

・議会費

・総務

行

費

事業概要 総額　72

い

,573,000円（

ま

小林市負担額 42,

す

141,689円）

適

【

正な負担金の支出によ

方

り、西諸広域行政事務

針

組合の運営に資するこ

】

と。

期間目標

国庫支出

策

３

金 県支出金 地方債 その

好

他 一般財源 事業費計 （

循

千円）

令和 3年度実

環

績 0 0 0 0 40,92

を

4 40,924

令和 

生

4年度実績 0 0 0 0 4

む

2,142 42,14

多

2

活動指標名 単位

計画

様

0 計画 0
令和 3年度

な

令和 4年度 令和 5

５

主

年度計画 0
実績 0 実績

体

0

活動指標名 単位

計画

と

0 計画 0
令和 3年度

の

令和 4年度 令和 5

連

年度計画 0
実績 0 実績

携

0

活動指標名 単位

計画

の

0 計画 0
令和 3年度

推

令和 4年度 令和 5

進

年度計画 0
実績 0 実績 0

西諸広域行政事務組

－

合の総務費（議会費・事務局運営費）に係る負担金について、決定額に基づき支出した。
実　績

決定額のとおり適正に支出した。
理　由

引き続き、決定額のとおり適正に支出する。
今後の取組

１

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・

　

総務管理費・企画費

事　業 100100 広域連携推進事業費(共通)

にしもろ定住自立圏推進協議会、南九州総合開発会議、環霧島会議、西諸県市町会・霧島ジオパーク協議会等

で圏域を越えた他市町村と連携し、共通の課

効

題解決に向けた取組を行う。

にしもろ定住自立圏推進協議会は、定住自立圏構想の推進を図るため、首長による会議や担当課長による幹事

事業概要 会を開催するほか、定住自立圏共生ビジョンについて、関係者の意見を幅広

率

く反映させるため、懇談会を開催

する。

環霧島会議は、構成市町である５市２町の広域にかかる事業や課題について市町間での連携及び活動の推進に

取り組み、年２回の総会にて各首長、議長が一堂に会し、事業報告と意見

308 308
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基本 的

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 040101 衛生費・保健衛生費・保健衛生総務費

事　業 010100 西諸広域行政事務組合負担金(共通)

当該負担金は、葬祭センター運営費にあたる

か

ため、西諸広域行政事務組合の議会の議決を経て決定された本市

分の負担金を、適切に支出する。

　衛生費　

事業概要 　総額　35,000,000円（小林市負担額 20,323,800円）

　

適正な負担金の支出によ

つ

り、西諸広域行政事務組合の運営に資すること。　

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 20,0

所

70 20,070

令和

　

 4年度実績 0 0 0 0

　

20,324 20,3

効

属

24

活動指標名 単位

計

1

画 0 計画 0
令和 3年

6

度 令和 4年度 令和 

0

5年度計画 0
実績 0 実

5

績 0

活動指標名 単位

計

0

画 0 計画 0
令和 3年

0

度 令和 4年度 令和 

企

5年度計画 0
実績 0 実

画

績 0

活動指標名 単位

計

政

画 0 計画 0
令和 3年

果

策

度 令和 4年度 令和 

課

5年度計画 0
実績 0 実

会

績 0

西諸広域行政事務

　

組合葬祭センターに係

計

る負担金を広域議会決

1

定額に基づき支出した

一

。
実　績

決定額のとお

般

り適正に支出した。
理

会

　由

引き続き、決定額

計

のとおり適正に支出す

的

科

る。
今後の取組

　目 020106 総

な

務費・総務管理費・企

行

画費

事　業 19010

政

0 姉妹都市交流事業費

経

(共通)

①子ども交流

施 営

…中学生20名程度を

を

親善大使として隔年交

行

互に派遣及び受入を行

い

い交流を図る

②産業交

ま

流…文化・産業経済・

す

観光等の交流により友

【

好関係を深め、地域活

方

性化と住民福祉の向上

針

を図り、両

姉妹都市の

】

発展に寄与するため、

策

３

小林市姉妹都市産業交

好

流促進協議会に補助し

循

、各種産業交流を実施

環

する。

事業概要 互いの

を

祭りに1回ずつ参加す

生

る。

③市民交流…市民

む

が能登町を交流を目的

多

に訪問する際に対象経

様

費に対し上限３万円を

な

補助する。1団体30

５

主

万円

が限度。

①子ども

体

交流…社会教育課との

と

連携。

期間目標 ②産業

の

交流…能登町の祭りに

連

年1回、小林市の祭り

携

に年1回の参加。

③市

の

民交流…市民交流団体

推

あっせん、紹介。

国庫

進

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費

－

計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 932 0 932

活動指標名 子ども交流参加人数 単位 人

計画 20 計画 20
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 20

実績 0 実績 0

活動指標名 産業交流回

１

数 単位 回

計画 2 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 0 実績 2

活動指標名 市民交流参加人数 単位 人

計画 18 計画 18
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 18

実績 0 実績 0

「産業交流」「市民交流

　

」の事業実施・周知を行った。「子ども交流」については、県外との往来となるため
実　績

、新型コロナウイルス感染症の状況を考慮し中止とした。

「産業交流」「市民交流」について、両市町への祭り参加や特産品交流、

効

事業周知等を実施した。「子ども交
理　由

流」については、新型コロナウイルス感染症の状況を考慮し中止とした。

アフターコロナを見据えて能登町とも連携し、「子ども交流」を再開、「産業交流」「市民交流」は引き続

率

き
今後の取組

産業経済、文化等各分野での交流を実施する。

309 309
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基本 的かつ

所　　

効

属 160500 企画政

果

策課 会　計 1 一般会計

的

科　目 080101 消

な

防費・消防費・常備消

行

防費

事　業 01010

政

0 西諸広域行政事務組

経

合負担金(共通)

当該

施 営

負担金は、消防職員の

を

給料や必要な車両購入

行

費を含む消防費にあた

い

るため、西諸広域行政

ま

事務組合の議会

の議決

す

を経て決定された負担

【

金を、適切に支出する

方

。

事業概要

適正な負担

針

金の支出により、西諸

】

広域行政事務組合の運

策

３

営に資すること。

期間

好

目標

国庫支出金 県支出

循

金 地方債 その他 一般財

環

源 事業費計 （千円）

令

を

和 3年度実績 5,2

生

97 0 0 0 623,4

む

33 628,730

令

多

和 4年度実績 0 0 0

様

0 639,493 63

な

9,493

活動指標名

５

主

単位

計画 0 計画 0
令和

体

 3年度 令和 4年度

と

令和 5年度計画 0
実

の

績 0 実績 0

活動指標名

連

単位

計画 0 計画 0
令和

携

 3年度 令和 4年度

の

令和 5年度計画 0
実

推

績 0 実績 0

活動指標名

進

単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度

－

令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

西諸広域行政事務組合消防費に係る小林市負担金を広域議会決定額に基づき支出した。
実　績

決定額のとおり適正に支出した。
理　由

引き続き、決定額のとおり適正に支出する。
今後の取組

１　効率

310 310
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基本 的

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 62,145 193,811 0 0 221,165 477,121

令和 4年度実績 63,158 190,177 0 0 218,538 471,873

活

か

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和

つ

 4年度 令和 5年度

所

計画 0
実績 0 実績 0

適

　

正に繰り出した。
実　

　

績

適正に繰り出した。

属

理　由

適正に繰出すこ

4

とにより、国民健康保

5

険事業特別会計の健全

0

な事業運営を図る。
今

5

後の取組

0

効

0 会計課 会　計 1 一般

果

会計

科　目 02010

的

4 総務費・総務管理費

な

・会計管理費

事　業 0

行

10100 会計管理事

政

業費(共通)

 地方自

経

治法・財務規則等に沿

施 営

った出納事務を行い、

を

各課（かい）と連携を

行

図りながら適正な事務

い

処理を行っ

た。

 決算

ま

書は、例年どおりの部

す

数・仕様で印刷を行っ

【

た。

事業概要  平成3

方

1年４月の契約満了以

針

降再リース契約をして

】

いた複合機は、新規契

策

４

約によりＦＡＸ機能付

行

きの複合機へ

入れ替え

財

を行った。

 口座払等

政

内容変更件数の減少

期

改

間目標  歳計現金残高

革

の安定的な確保

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

積

の他 一般財源 事業費計

極

（千円）

令和 3年度

的

実績 0 0 0 0 6,84

５

な

2 6,842

令和 4

推

年度実績 0 0 0 0 6,

進

865 6,865

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計

－

画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

各課（かい）に支払遅延防止の徹底を周知・指導しながら、地方自治法・財務規則等に沿った出納事務を行う
実　績

１

とともに、常に資金計画を管理し、円滑な支払に努めた。

定例的な支払いに不足を生じる恐れのある場合は基金からの繰替運用で対応し、一時借入を行うことなく資金
理　由

管理を行うことができた。

引き続き各課（かい）

　

と連携を図りながら、歳計現金残高の安定的な確保に努める。
今後の取組

効

所　　属 302000 ほけん課 会　計 1 一般会計

科　目 030101 民生費・社会福祉費・社会福祉総務費

事　業 020100 国民健康保険事業特別会計繰出事業費(共通)

被用者保険等と比較して

率

高齢化率が高い等の理由により、国民健康保険制度は、財政基盤が不安定であるので

、保険基盤安定制度により保険財政の安定化を図る必要がある。

事業概要

国民健康保険事業の健全な事業運営を目標とする。

期間目標

国庫

311 311
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基本 的

度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実

か

績 0

事務費については予算額を後期特別会計へ繰り出した。その他繰出金は、広域連合からの請求に基づき繰出し
実　績

を行った。

繰り出しを行うことにより後期特別会計の健全な運営が図られた。
理　由

引き続き繰り出し

つ

により後期高齢者医療

所

事業特別会計の健全な

　

事業運営を図る。
今後

　

の取組

属 30200

効

0 ほけん課 会　計 1 一

果

般会計

科　目 0301

的

01 民生費・社会福祉

な

費・社会福祉総務費

事

行

　業 030100 国民

政

健康保険事業特別会計

経

繰出事業費（臨時）(

施 営

共通)

国民健康保険財

を

政の安定化を図るため

行

、地方交付税における

い

国保算定分を国保会計

ま

へ繰出す。

 

※　国が

す

示す地方財政計画によ

【

る。

事業概要

国民健康

方

保険事業の健全な事業

針

運営を目標とする。

期

】

間目標

国庫支出金 県支

策

４

出金 地方債 その他 一般

行

財源 事業費計 （千円）

財

令和 3年度実績 0 0

政

0 0 93,440 93

改

,440

令和 4年度

革

実績 0 0 0 0 96,7

の

60 96,760

活動

積

指標名 単位

計画 0 計画

極

0
令和 3年度 令和 

的

4年度 令和 5年度計

５

な

画 0
実績 0 実績 0

活動

推

指標名 単位

計画 0 計画

進

0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

適正に繰り出した。
実　績

－

適正に繰り出した。
理　由

適正に繰り出すことにより、国民健康保険事業の健全な事業運営を図る。
今後の取組

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 1 一般会計

科　目 030105 民生費・社会福祉費・後期高齢者医療費

事　業 010100 後期高齢者医療事業特別会計繰

　

出事業費(共通)

繰出金の主な内容　事務費：後期高齢者医療事業の運営に必要な経費、職員人件費等及び保険料の徴収に必要

な経費（一般管理費、徴収費）　保険基盤安定：（申請後、交付決定額を操り出し、広域連合へ

効

納付） 共通

経費、療養給付費、機器利用（広域連合請求額により繰り出し、広域連合へ納付）

事業概要 ※療養費は令和３年度から共通経費と統合

後期高齢者医療事業特別会計の健全な事業運営

期間目標

国庫支出金 県支出金

率

地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 157,490 0 0 697,943 855,433

令和 4年度実績 0 160,348 0 0 727,472 887,820

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年

312 312
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基本 的

す必要がある。

後期高齢者医療事業の適正な運営

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 20,977 0 20,977

令和 4年度実績 0 0 0 0 36,896 36,89

か

6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度

つ

令和 4年度 令和 5

所

年度計画 0
実績 0 実績

　

0

事務費等繰出金 3

　

4,329,000円

属

 （療養給付費繰出金

3

 32,201,03

0

2円 療養費繰出金 

2

25,872円　保険

0

料余剰金940
実　績

0

,114円　事務費等

効

0

1,161,982円

ほ

を一般会計へ繰り出し

け

た。

精算等実績に基づ

ん

き滞りなく一般会計へ

課

繰り出した。
理　由

実

会

績に基づき滞りなく繰

　

り出す。
今後の取組

計 4 国

果

民健康保険事業特別会

的

計

科　目 060302

な

諸支出金・繰出金・一

行

般会計繰出金

事　業 0

政

10100 一般会計繰

経

出金(共通)

以下に事

施 営

由により、一般会計に

を

繰り出す。

・国民健康

行

保険事業の財源を一般

い

会計の実施する事業に

ま

充てるため

・前年度の

す

決算剰余金に一般会計

【

繰入金が含まれる場合

方

、一般会計に返還する

針

ため

事業概要 ・県２号

】

繰入金を活用して健幸

策

４

ポイント事業の経費に

行

充てるため

事務事業を

財

適正に執行していく。

政

期間目標

国庫支出金 県

改

支出金 地方債 その他 一

革

般財源 事業費計 （千円

の

）

令和 3年度実績 0

積

0 0 0 0 0

令和 4年

極

度実績 0 0 0 0 0 0

活

的

動指標名 単位

計画 0 計

５

な

画 0
令和 3年度 令和

推

 4年度 令和 5年度

進

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

－

計画 0
実績 0 実績 0

実績なし。
実　績

実績なし。
理　由

実績に基づき滞りなく繰り出す。
今後の取組

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 12 後期高齢者医療事業特別会計

科　目 040201 諸支出金・繰出金・一般会計繰出金

事　業 010100 一般会計繰出事業費(共

　

通)

後期高齢者医療事業の事務費にかかる経費は一般会計からの繰入れにより実施している。その経費に超過が生

じた場合、当該超過額を後期高齢者医療事業特別会計から一般会計に返還する必要がある。

長寿健診は、市国

効

保の特定健診の枠組みを活用して実施している。長寿健診事務については、健康推進課へ委

事業概要 任しており、その人件費も一般会計及び国民健康保険事業特別会計で負担している。長寿健診費用として交付

された受託事

率

業収入のうち人件費分について一般会計負担分を繰り出す必要がある。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について実務を担う健康推進課と長寿介護課の人件費及びその他の

経費の受託事業収入分を一般会計に繰り出

313 313

313 事務事業評価書 313



基本 的かつ

所　　属 30200

効

0 ほけん課 会　計 12

果

後期高齢者医療事業特

的

別会計

科　目 0402

な

02 諸支出金・繰出金

行

・国民健康保険事業特

政

別会計繰出金

事　業 0

経

10100 国民健康保

施 営

険事業特別会計繰出事

を

業費(共通)

長寿健診

行

は、市国保の特定健診

い

の枠組みを活用して実

ま

施している。長寿健診

す

事務については、健康

【

推進課へ委

任しており

方

、その人件費も一般会

針

計及び国民健康保険事

】

業特別会計で負担して

策

４

いる。長寿健診費用と

行

して交付

された受託事

財

業収入のうち人件費分

政

について国民健康保険

改

事業特別会計負担分を

革

繰り出す必要がある。

の

事業概要  

後期高齢者

積

医療事業の適正な運営

極

期間目標

国庫支出金 県

的

支出金 地方債 その他 一

５

な

般財源 事業費計 （千円

推

）

令和 3年度実績 0

進

0 0 1,069 0 1,069

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,098 1,098

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名

－

単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

国保会計操出金を国保会計へ繰り出した。
実　績

長寿健

１

診にかかる人件費について費用負担している国保会計へ繰り出した。
理　由

実績に基づき滞りなく繰り出す。
今後の取組

　効率

314 314

314 事務事業評価書 314



基本 的か

所　　属

つ

100500 総務課 会

効

　計 1 一般会計

科　目

果

020101 総務費・

的

総務管理費・一般管理

な

費

事　業 050100

行

情報公開・個人情報保

政

護推進事業費(共通)

経

情報公開条例及び個人

施 営

情報保護条例の適正か

を

つ円滑な運用を図る。

行

情報公開・個人情報保

い

護審査会を設置し、

運

ま

営する。

事業概要

個人

す

情報の保護に十分配慮

【

しながら、情報公開制

方

度の適切な運用のもと

針

、公正で開かれた市政

】

の推進を図る。

期間目

策

５

標

国庫支出金 県支出金

情

地方債 その他 一般財源

報

事業費計 （千円）

令和

公

 3年度実績 0 0 0 0

開

0 0

令和 4年度実績

の

0 0 0 0 2,263 2

推

,263

成果指標名 審

進

査請求 単位 件

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

５

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

審査請求は、０件であっ

－

た。
実　績

公開請求者の求める情報が具体的にどのようなものであるかを詳細に聴取するとともに、公開決定等を行う時
理　由

に根拠及び理由を明確にし、公開請求者に丁寧な説明を行ったため。

公開請求者の求める情報が

１

具体的にどのようなものであるかを詳細に聴取するとともに、公開決定等を行う場
今後の取組

合は、根拠及び理由を明確にし、公開請求者に丁寧な説明を行う必要がある。

　効率

315 315

315 事務事業評価書 315



基本 的

100500 総務課 会　計 1 一般会計

科　目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費

事　業 140100 行政不服審査制度事業費(共通)

　市民等から不服申立てを受けた本市の行政処分について、その違法性と不当

か

性の審査を行うとともに、裁決

の客観性・公平性を高めるため、行政不服審査会への諮問を行う。

事業概要

　市民等から不服を申し立てられた際、行政不服審査制度を適正に運用する。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 そ

つ

の他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 5 5

令和 4年度実績 0 0 0 0 16 16

成果指標名 行政不服審査制度研修会等参加 単位 回

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

所

計画 1
実績 1 実績 2

活

効

　

動指標名 単位

計画 0 計

　

画 0
令和 3年度 令和

属

 4年度 令和 5年度

1

計画 0
実績 0 実績 0

活

0

動指標名 単位

計画 0 計

0

画 0
令和 3年度 令和

5

 4年度 令和 5年度

0

計画 0
実績 0 実績 0

総

0

務省主催のオンライン

総

研修（基礎・応用）を

果

務

受講した。なお、審査

課

請求については、適切

会

に対応した（裁決
実　

　

績
済み：１件、手続中

計

：１件）。

令和４年度

1

については、総務省が

一

オンライン研修を実施

般

したことに伴い、民間

会

主催の研修（行政不服

計

審査法セ
理　由

ミナー

的

科

：東京都）の受講を見

　

送った。その他国の資

目

料や文献等により、制

0

度の理解に努めた。

行

2

政不服審査制度を運営

0

するに当たり、研修の

1

受講や情報収集等によ

0

り今後も制度の理解を

1

深めるとともに、
今後

総

の取組
市における事務

な

務

処理要領等の整備を進

費

め、行政不服審査の円

・

滑な処理に努める。

総務管理費・一

行

般管理費

事　業 030

政

100 人事管理費(共

経

通)

自治体経営の資源

施 営

である職員について、

を

適正な定員管理に努め

行

、人材確保、体系的な

い

職員研修及び、福利厚

ま

生

の充実、働きやすい

す

職場環境の整備等を行

【

い、職員の能力開発、

方

資質向上及び健康被害

針

の未然防止を図る。

ま

】

た、人事評価制度を適

策

６

切に活用し、職員のモ

充

チベーションを高め、

実

組織全体の公務能率の

し

向上に繋げる。

事業概

た

要

職員の資質向上や効

行

果的な活用、健康増進

政

が図られ、市民満足度

サ

の高い行政サービスの

ー

提供ができる状態を目

ビ

期間目標 指す。

国庫支

５

ス

出金 県支出金 地方債 そ

提

の他 一般財源 事業費計

供

（千円）

令和 3年度

の

実績 15 71 0 2,9

た

32 61,422 64

め

,440

令和 4年度

の

実績 30 7 0 2,32

人

2 54,386 56,

材

745

成果指標名 市民

育

の市職員対応満足度 単

－

成

位 %

計画 70 計画 71
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 71

実績 67.10 実績 64.70

成果指標名 人間ドック受診率 単位 %

計画 45 計画 45
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 45

実績 47.50 実

１

績 47.20

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

市民の市職員対応満足度については、昨年度より下回った。人間ドック受診率については、新型コロナウイル
実　績

スの

　

影響もあったが、目標値を達成することができた。

接遇研修等で窓口対応の技術向上を図ったが、新型コロナウイルスに係る新たな支援等の手続が多く発生した
理　由

ためと思われる。また、人間ドックは、新型コロナウイ

効

ルスの制限もなくなり、受診者が増加した。

研修計画に基づいた研修を引き続き実施するとともに、オンライン研修など、様々な方法を検討し、より受講
今後の取組

しやすく効果的な研修を行う。また、職員全体に人間ドッ

率

クの早期受診等を積極的に促していく。

所　　属

316 316

316 事務事業評価書 316



基本 的

所　　属 100500 総務課 会　計 1 一般会計

科　目 020102 総務費・総務管理費・文書広報費

事　業 030100 文書管理事業費(共通)

全庁的な文書の収受発送事務及び保存に関する業

か

務、議案の作成、公印の管理に関する事務を行う。

事業概要

文書管理の指導を徹底し、適切な公文書事務の充実を図る。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 14,

つ

830 14,830

令和 4年度実績 0 0 0 0 14,692 14,692

活動指標名 文書に係る職員研修及び説明会 単位 回

計画 2 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 5 実績 2

成果

所

指標名 公文書のペーパ

効

　

ーレス化の割合（電子

　

化率） 単位 ％

計画 10

属

計画 20
令和 3年度

1

令和 4年度 令和 5

0

年度計画 30
実績 41

0

.70 実績 49.50

5

活動指標名 単位

計画 0

0

計画 0
令和 3年度 令

0

和 4年度 令和 5年

総

度計画 0
実績 0 実績 0

果

務

新規採用職員を対象と

課

した文書事務の研修を

会

１回、各課（かい）の

　

ファイリングマネージ

計

ャーを対象とした説
実

1

　績
明会を１回、合計

一

２回開催した。また、

般

文書等の管理状況を確

会

認するため、自己点検

計

を実施した。

適正な公

的

科

文書事務を行うために

　

は職員の理解が不可欠

目

である。特に、新規採

0

用職員については早期

2

に公文書事
理　由

務の

0

理解を深める必要があ

1

る。このため、文書管

0

理Gの職員による研修

2

及び説明会を開催した

総

。

文書保管サイクルの

な

務

指導、全課の運用点検

費

等を行い、その維持管

・

理に努めるとともに、

総

ペーパーレス化の推進

務

今後の取組
を図る。

管理費・文

行

書広報費

事　業 020

政

100 法規関係事業費

経

(共通)

　行政活動上

施 営

の法的課題を迅速に解

を

決するために、各課か

行

らの相談に随時対応し

い

、顧問弁護士への相談

ま

や法制

ソフト支援委託

す

業務等を活用しながら

【

助言等を行うとともに

方

、訴訟等の際には、各

針

課と連携しながら訟務

】

事務

を行う。

事業概要

策

６

　また、市例規の整備

充

（制定・改廃）に際し

実

ては、法令に基づいた

し

市政運営実現のため、

た

各課からの起案に対

し

行

、審査、助言等を行う

政

。

　さらに、職員の課

サ

題解決能力、法制執務

ー

能力の向上を図るため

ビ

、職員グループと連携

５

ス

し、適時職員研修等を

提

実施する。

　各課から

供

の法的相談に対し、適

の

切な助言が出来るよう

た

にする。

期間目標 　法

め

令遵守及び法令に基づ

の

いた行政運営を根付か

人

せる。

国庫支出金 県支

材

出金 地方債 その他 一般

育

財源 事業費計 （千円）

－

成

令和 3年度実績 0 0 0 0 7,125 7,125

令和 4年度実績 0 0 0 0 7,123 7,123

活動指標名 法規担当職員の研修参加 単位 回

計画 6 計画 2
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 2

実績 0 実績 0

活動指標

１

名 法制執行研修会への職員参加 単位 人

計画 30 計画 30
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 30

実績 38 実績 10

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

文献等によ

　

る調査研究や顧問弁護士の助言を受け、例規整備及び各課からの法務相談に対応した。法制執行研
実　績

修会は、新規職員研修を対象に基本的事項の研修（文書管理Ｇ及び企画政策課合同）を実施した。

法規担当職員の研修

効

の未受講については、新型コロナウイルス感染症の影響による。
理　由

職員が円滑に例規整備を行うため、例規システムの操作研修を実施する。また、法的課題の解決に向けて職員
今後の取組

に適切な助言等が出来るよう、

率

顧問弁護士との連携を図るとともに、法規担当職員のスキルアップに努める。

317 317

317 事務事業評価書 317



基本 的かつ

所

効

　　属 100500 総

果

務課 会　計 1 一般会計

的

科　目 020201 総

な

務費・徴税費・税務総

行

務費

事　業 02010

政

0 固定資産評価審査委

経

員会事業費(共通)

地

施 営

方自治法第１８０条の

を

５第３項第２号及び地

行

方税法第４２３条の規

い

定により小林市固定資

ま

産評価審査委員会

を設

す

置し、運営する。

事業

【

概要

研修に参加し、制

方

度の変化等を把握し、

針

審査の申出があった場

】

合にすぐに対応できる

策

６

体制をとる。

期間目標

充

国庫支出金 県支出金 地

実

方債 その他 一般財源 事

し

業費計 （千円）

令和 

た

3年度実績 0 0 0 0 9

行

9

令和 4年度実績 0

政

0 0 0 0 0

活動指標名

サ

研修会参加 単位 回

計画

ー

1 計画 1
令和 3年度

ビ

令和 4年度 令和 5

５

ス

年度計画 1
実績 0 実績

提

0

活動指標名 単位

計画

供

0 計画 0
令和 3年度

の

令和 4年度 令和 5

た

年度計画 0
実績 0 実績

め

0

活動指標名 単位

計画

の

0 計画 0
令和 3年度

人

令和 4年度 令和 5

材

年度計画 0
実績 0 実績

育

0

予定していた研修（

－

成

固定資産評価審査委員会運営研修会）の受講を見送った。また、審査の申出の実績はなし
実　績

。

新型コロナウイルス感染症の影響により、受講を見送ったが国の資料や文献等により、制度の理解に努めた。
理　由

制度の変

１

化等を把握し、審査の申出があった場合に速やかに対応できる体制をとるために、固定資産税の評価
今後の取組

や不服審査に関する知識の充実を図る。

　効率

318 318
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基本 的

度）新規積立額682,961千円を目指す。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 731,362 0 731,362

令和 4年度実績 0 0 0 877,506 0 87

か

7,506

活動指標名 基金積立額 単位 千円

計画 436,646 計画 567,945
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 682,961

実績 736,826 実績 883,121

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年

つ

度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

新規積立額は883,121千円（予算ベース）となった。
実　績

寄附金額の受入れ

効

増加に伴い、積立額が増加した。
理　由

地域の生産者等の連携強化はもとより、マーケティング強化や商材の訴求力向上など戦略的な展開により、目
今後の取組

標寄附額の獲得に

所

努め、基金積み立て額

　

の増を図る。

果

　属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020114 総務

行

費・総務管理費・諸費

政

事　業 060100 還

経

付等事業費(共通)

　

施 営

過年度に納付された市

を

税について、減額申告

行

及び還付請求があった

い

場合に、既に決算とな

ま

った過去の歳入か

ら還

す

付することができない

【

ため、歳出による還付

方

を行うものである。還

針

付加算金が発生する場

】

合があるので、

迅速に

策

７

還付する必要がある。

市

事業概要 　

　還付発生

税

時に速やかに還付を行

の

い、還付加算金の減少

収

を目標とする。

期間目

納

標

国庫支出金 県支出金

率

地方債 その他 一般財源

向

事業費計 （千円）

令和

上

 3年度実績 0 0 0 0

や

11,525 11,5

５

ふ

25

令和 4年度実績

る

0 0 0 0 13,152

さ

13,152

活動指標

と

名 単位

計画 0 計画 0
令

納

和 3年度 令和 4年

税

度 令和 5年度計画 0

等

実績 0 実績 0

活動指標

の

名 単位

計画 0 計画 0
令

推

和 3年度 令和 4年

進

度 令和 5年度計画 0

－

に

実績 0 実績 0

活動指標

よ

名 単位

計画 0 計画 0
令

る

和 3年度 令和 4年

自

度 令和 5年度計画 0

主

実績 0 実績 0

法人市民

財

税94件、市県民税1

源

56件、固定資産税2

の

2件、軽自動車税14

確

件
実　績

法人市民税は

保

予定と確定の差額や修

１

正申告・更正請求による還付。市県民税は修正申告・更正請求や配当・譲
理　由

渡割還付。固定資産税は評価見直しによる還付。軽自動車税は修正申告・更正請求による還付を行った。

還付が発生したら速やかに還付・充当

　

通知を行い、遅滞無く還付・充当処理を行っていく。
今後の取組

効

所　　属 162000 地方創生課 会　計 1 一般会計

科　目 020114 総務費・総務管理費・諸費

事　業 090100 未来まち創生基金積立事業費(共通)

ふるさと納税制度による寄附金を原資とする基金を

率

造成し、寄附者の希望と時代の要請に沿った運用を図る。

令和元年度の改正地方税法や総務省方針に則り、寄附募集に係る経費を寄附受入総額の5割以下に抑制し、寄

附額を市政運営に活用する。

事業概要

令和5年度（単年

319 319
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基本 的

額が前年度と比べて減少した。
実　績

現金納付者の件数が減少傾向にある要因として、窓口利用者の減少や口座振替が増えたことによるものではな
理　由

いかと考えられる。

本庁税務課、ほけん課等との連絡を取りながら特

か

に過年度滞納者に対する納付の促進に取り組む。また、口座
今後の取組

振替についても積極的に推進し自主財源の確保に努める。

つ効

所　

果

　属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020201 総務

行

費・徴税費・税務総務

政

費

事　業 010100

経

税務総務費(共通)

　

施 営

地方税法の規定に基づ

を

き適正な賦課及び徴収

行

を実施するため、税務

い

課の共通経費を管理し

ま

、業務の適正な管

理運

す

営を行う。

事業概要

　

【

賦課及び徴収に係る経

方

費の効率化を図る。

期

針

間目標

国庫支出金 県支

】

出金 地方債 その他 一般

策

７

財源 事業費計 （千円）

市

令和 3年度実績 0 0

税

0 2,561 727 3

の

,288

令和 4年度

収

実績 0 0 0 2,872

納

1,408 4,280

率

活動指標名 単位

計画 0

向

計画 0
令和 3年度 令

上

和 4年度 令和 5年

や

度計画 0
実績 0 実績 0

５

ふ

活動指標名 単位

計画 0

る

計画 0
令和 3年度 令

さ

和 4年度 令和 5年

と

度計画 0
実績 0 実績 0

納

活動指標名 単位

計画 0

税

計画 0
令和 3年度 令

等

和 4年度 令和 5年

の

度計画 0
実績 0 実績 0

推

税務課全体の業務に係

進

る経費について適正な

－

に

予算執行を行った。
実

よ

　績

-
理　由

今後も必

る

要な経費について効率

自

的に執行していく。
今

主

後の取組

財源の確保

１

所　　属 501000 住民生活課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020201 総務費・徴税費・税務総務費

事　業 010300 税務総務費(須木)

 市税・国民健康保

　

険税・介護保険料等の収納、納税相談や市町村民税の申告事務が主な業務となっている。

事業概要

納期内納付を推進する。

期間目標  

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 50

効

233 283

令和 4年度実績 0 0 0 50 2,601 2,651

活動指標名 市税、国保税等の窓口での収納額 単位 千円

計画 10,000 計画 10,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 8,000

実績 8,07

率

0 実績 7,494

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

窓口における市税等の収納

320 320
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基本 的

。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 17,862 17,862

令和 4年度実績 0 0 0 0 14,480 14,480

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令

か

和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

つ

　申告相談において、市民サービス向上等の観点から体制の見直しを行った結果、待ち時間の短縮が図られる
実　績

などし、職員の負担軽減にもつながり、課税要件の適正な把握、公正かつ公平な賦課に努めることができた

効

。

重要かつ、公平・公正面の要求が非常に高い業務であり、更に注力して正確な業務実施を目指す必要がある。
理　由

今後においても、税制改正等への対応に注視しながら、正確

所

な賦課実施に努める。

　

今後の取組

果

　属 601000 住民

的

生活課（野尻庁舎） 会

な

　計 1 一般会計

科　目

行

020201 総務費・

政

徴税費・税務総務費

事

経

　業 010400 税務

施 営

総務費(野尻)

市税等

を

の未納者・滞納者に対

行

し電話催告等を行う。

い

また、住民税申告相談

ま

を旧野尻町と同会場で

す

実施することにより行

【

政サービスを維持する

方

。

事業概要

会計年度任

針

用職員を配置し税収納

】

事務、電話催告業務等

策

７

を行い、未収納額の減

市

少を図るとともに住民

税

税申告相

期間目標 談等

の

による未申告の減少に

収

取り組む。

国庫支出金

納

県支出金 地方債 その他

率

一般財源 事業費計 （千

向

円）

令和 3年度実績

上

0 0 0 0 2,232 2

や

,232

令和 4年度

５

ふ

実績 0 0 0 0 2,57

る

3 2,573

活動指標

さ

名 窓口収納件数 単位 件

と

／年

計画 1,900 計

納

画 1,900
令和 3

税

年度 令和 4年度 令和

等

 5年度計画 1,90

の

0
実績 1,894 実績

推

3,268

活動指標名

進

会計年度任用職員の配

－

に

置 単位 人

計画 1 計画 1

よ

令和 3年度 令和 4

る

年度 令和 5年度計画

自

1
実績 1 実績 1

活動指

主

標名 単位

計画 0 計画 0

財

令和 3年度 令和 4

源

年度 令和 5年度計画

の

0
実績 0 実績 0

税申告

確

期間については、本庁

保

税務課を主体として各

１

地区に職員が出向き申告相談を実施した。
実　績

職員数の減少や通常業務（多種多様な税徴収や窓口での申請・相談業務）により確定・住民税申告に住民生活
理　由

課職員だけでは対応できない状況となっているため。

住民

　

税申告相談等による未申告の減少を図る。本庁税務課と連携し未収納額の減少を図る。
今後の取組

効

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020202 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 010100 市県民税賦課業務費(共通)

　個人市県民税、軽自動車税

率

、法人市民税、市たばこ税及び入湯税について、申告書等の課税資料を収集して

管理し、各税の賦課を行う。

 

事業概要

　税収確保に資するため、課税要件の適正な把握により公正かつ公平な賦課を行い、説明責任を果たす

321 321
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基本 的

）

　※固定資産評価基準により、不動産鑑定士による鑑定評価額を用いて評価額を設定しなければならない。　

 

　適正な評価・公平な課税の実施及び説明責任を果たす。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

か

事業費計 （千円）

令和 3年度実績 31,669 0 0 0 3,080 34,749

令和 4年度実績 0 0 0 0 25,373 25,373

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

つ

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

　市街地宅地評価法を適用している地区の見

効

直しを行った。（対象筆２，７２０筆）
実　績

　R6年度評価替えにおいて活用する標準宅地の不動産鑑定評価を行った。（市内３５９地点）

　-
理　由

　固定資産税の適正な評

所

価・公正な課税を実施

　

していく。
今後の取組

果

　

 

属 301500 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020202 総務

行

費・徴税費・賦課徴収

政

費

事　業 030100

経

固定資産税賦課業務費

施 営

(共通)

　適正な評価

を

と公平な課税を行うた

行

め、職員のスキルアッ

い

プに必要な評価事務研

ま

修の受講や、死亡者の

す

相続人

調査、また所有

【

者の異動や土地の分合

方

筆、家屋現況図のデー

針

タ更新などを行う。　

】

固定資産所有者等の管

策

７

理をシステムで行う事

市

により、正確でより迅

税

速な対応ができる。

事

の

業概要 ・固定資産シス

収

テム評価･･･固定資

納

産評価基準に基づき、

率

不動産鑑定士等が行う

向

路線価の付設や宅地等

上

の鑑定

評価、登記異動

や

分のデータ更新のほか

５

ふ

、地籍調査終了分の図

る

面更新を行う。

・家屋

さ

現況図データ更新･･

と

･新築、増築、滅失し

納

た家屋の配置図の更新

税

や、現行データの修正

等

を行う。

　適正な評価

の

・公平な課税の実施及

推

び説明責任を果たす。

進

期間目標

国庫支出金 県

－

に

支出金 地方債 その他 一

よ

般財源 事業費計 （千円

る

）

令和 3年度実績 0

自

0 0 0 33,954 3

主

3,954

令和 4年

財

度実績 0 0 0 0 35,

源

180 35,180

活

の

動指標名 単位

計画 0 計

確

画 0
令和 3年度 令和

保

 4年度 令和 5年度

１

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

　適正な評価・賦課業務

　

を実施した。
実　績

　-
理　由

　固定資産税の適正な評価・公正な課税を実施していく。
今後の取組

効

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020202 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 040100 固定資産税賦課業務費（臨時）(共通)

・3年ごとの評

率

価替えに向けた業務

　固定資産土地システム評価地区拡大業務（R3年度～R5年度）（次回はR6年度～R8年度）

・R6年度評価替えに向けた業務

事業概要 　標準宅地鑑定評価業務（3年に1回実施）（次回はR7年度
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基本 的

95.03％　　滞納繰越分　23.36％ 

〈努力支援評価対象事業〉

　収納率向上

窓口等での真摯な対応に努めるとともに、厳しい財政状況にある国民健康保険事業の健全化を進めることで、

期間目標 市民の負担軽減を

か

図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 815 0 21,002 0 21,817

令和 4年度実績 0 0 0 0 22,045 22,045

成果指標名 現年度分収納率 単位 %

計画 94.

つ

50 計画 94.50
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 94.50

実績 95.03 実績 94.75

成果指標名 過年度分収納率 単位 %

計画 22.89 計画 22.89
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 22.

効

89
実績 23.36 実績 23.93

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

納税相談等に注力し前年度を上回る結果となった。
実

所

　績

給付金等の支給に

　

よって収入の落ち込み

果

　

が少なく納付がすすん

属

だものと想定される。

3

理　由

適正に課税、徴

0

収業務を進め収納率の

1

向上を目指す。
今後の

5

取組

00 税務

的

課 会　計 1 一般会計

科

な

　目 020202 総務

行

費・徴税費・賦課徴収

政

費

事　業 050100

経

市税徴収業務費(共通

施 営

)

　市税の口座振替の

を

推進やコンビニ納付等

行

による納税機会の拡大

い

、出張徴収及び滞納処

ま

分関係研修への参加に

す

よる職員の資質向上に

【

努めるとともに、滞納

方

処分の強化により、徴

針

収率の向上を図る。

事

】

業概要

　徴収率を向上

策

７

させる。

期間目標

国庫

市

支出金 県支出金 地方債

税

その他 一般財源 事業費

の

計 （千円）

令和 3年

収

度実績 0 0 0 3,41

納

8 12,943 16,

率

361

令和 4年度実

向

績 0 0 0 3,445 1

上

3,342 16,78

や

7

成果指標名 市税収納

５

ふ

率（現年度） 単位 %

計

る

画 98.60 計画 0
令

さ

和 3年度 令和 4年

と

度 令和 5年度計画 0

納

実績 98.90 実績 0

税

成果指標名 市税収納率

等

（現年度・過年度[滞

の

納繰越分]合算） 単位

推

計画 95.70 計画 9

進

6.20
令和 3年度

－

に

令和 4年度 令和 5

よ

年度計画 96.50
実

る

績 95.90 実績 96

自

.20

活動指標名 単位

主

計画 0 計画 0
令和 3

財

年度 令和 4年度 令和

源

 5年度計画 0
実績 0

の

実績 0

収納率は、前年

確

比0.35％増の96

保

.21％となった。
実

１

　績

口座振替の推進やコンビニ納付、スマホアプリ等による納税機会の拡大を行い、督促・催告等を遅延なく実施
理　由

すると共に、滞納処分を実施したため。

今後も継続的に収納対策と滞納処分を推進する。コンビニや郵

　

便局、口座振替、スマートフォンアプリなどの
今後の取組

納税環境の利便性について周知を行い収納率向上を目指す。

効

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 010201 総務費・徴税費・賦課徴収費

事　業 010100 賦課徴収費(共通

率

)

国民健康保険税の賦課・徴収業務を進めるための管理を行う。

【参考】

２年度収納率　　　　　　　　　　　　　　　　３年度収納率　　　

事業概要 　現年度　94.75％　　滞納繰越分　28.02％　　　現年度　
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基本 的

度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

適正に支出した。
実　

か

績

適正に支出した。
理　由

適正に支出する。
今後の取組

つ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 030101 国民健

政

康保険事業費納付金・

経

医療給付費分・一般被

施 営

保険者医療給付費分

事

を

　業 010100 一般

行

被保険者医療給付費分

い

納付金(共通)

市は、

ま

県が示す標準保険税率

す

を参考に、市の保険税

【

算定方式や予定収納率

方

に基づいて、保険税率

針

を定める。

市は、定め

】

た保険税率により、保

策

７

険税を賦課・徴収し、

市

県に国民健康保険事業

税

費納付金を納める。

 

の

事業概要

健全な財政運

収

営を行うことを目標と

納

する。

期間目標

国庫支

率

出金 県支出金 地方債 そ

向

の他 一般財源 事業費計

上

（千円）

令和 3年度

や

実績 0 0 0 0 1,08

５

ふ

4,109 1,084

る

,109

令和 4年度

さ

実績 0 0 0 0 1,10

と

4,805 1,104

納

,805

活動指標名 単

税

位

計画 0 計画 0
令和 

等

3年度 令和 4年度 令

の

和 5年度計画 0
実績

推

0 実績 0

活動指標名 単

進

位

計画 0 計画 0
令和 

－

に

3年度 令和 4年度 令

よ

和 5年度計画 0
実績

る

0 実績 0

活動指標名 単

自

位

計画 0 計画 0
令和 

主

3年度 令和 4年度 令

財

和 5年度計画 0
実績

源

0 実績 0

適正に支出し

の

た。
実　績

 

適正に支

確

出した。
理　由

適正に

保

支出する。
今後の取組

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康

　

保険事業特別会計

科　目 030102 国民健康保険事業費納付金・医療給付費分・退職被保険者等医療給付費分

事　業 010100 退職被保険者等医療給付費分納付金(共通)

市は、県が示す標準保険税率を参考に、市の保

効

険税算定方式や予定収納率に基づいて、保険税率を定める。

市は、定めた保険税率により、保険税を賦課・徴収し、県に国民健康保険事業費納付金を納める。

 

事業概要

健全な財政運営を行うことを目標とする。

期間目標

国

率

庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 1,431 1,431

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,163 1,163

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年
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基本 的

計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

実績なし。
実　績

実績な

か

し。
理　由

適正に支出する。
今後の取組

つ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 030201 国民健

政

康保険事業費納付金・

経

後期高齢者支援金等分

施 営

・一般被保険者後期高

を

齢者支援金等分

事　業

行

010100 一般被保

い

険者後期高齢者支援金

ま

等分納付金(共通)

市

す

は、県が示す標準保険

【

税率を参考に、市の保

方

険税算定方式や予定収

針

納率に基づいて、保険

】

税率を定める。

市は、

策

７

定めた保険税率により

市

、保険税を賦課・徴収

税

し、県に国民健康保険

の

事業費納付金を納める

収

。

 

事業概要

健全な財

納

政運営を行うことを目

率

標とする。

期間目標

国

向

庫支出金 県支出金 地方

上

債 その他 一般財源 事業

や

費計 （千円）

令和 3

５

ふ

年度実績 0 0 0 0 33

る

1,662 331,6

さ

62

令和 4年度実績

と

0 0 0 0 308,54

納

4 308,544

活動

税

指標名 単位

計画 0 計画

等

0
令和 3年度 令和 

の

4年度 令和 5年度計

推

画 0
実績 0 実績 0

活動

進

指標名 単位

計画 0 計画

－

に

0
令和 3年度 令和 

よ

4年度 令和 5年度計

る

画 0
実績 0 実績 0

活動

自

指標名 単位

計画 0 計画

主

0
令和 3年度 令和 

財

4年度 令和 5年度計

源

画 0
実績 0 実績 0

適正

の

に支出した。
実　績

適

確

正に支出した。
理　由

保

適正に支出する。
今後

１

の取組

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国

　

民健康保険事業特別会計

科　目 030202 国民健康保険事業費納付金・後期高齢者支援金等分・退職被保険者等後期高齢者支援金等分

事　業 010100 退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金(共通)

市は、県が示

効

す標準保険税率を参考に、市の保険税算定方式や予定収納率に基づいて、保険税率を定める。

市は、定めた保険税率により、保険税を賦課・徴収し、県に国民健康保険事業費納付金を納める。

 

事業概要

健全な財政運営を行

率

うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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基本 的

利子を積み立てた。
実　績

将来の税率の安定化を図る必要がある。
理　由

国民健康保険事業の円滑な運営のための財源として、適正に管理する。
今後の取組

かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 030301 国民健

政

康保険事業費納付金・

経

介護納付金分・介護納

施 営

付金分

事　業 0101

を

00 介護納付金分納付

行

金(共通)

市は、県が

い

示す標準保険税率を参

ま

考に、市の保険税算定

す

方式や予定収納率に基

【

づいて、保険税率を定

方

める。

市は、定めた保

針

険税率により、保険税

】

を賦課・徴収し、県に

策

７

国民健康保険事業費納

市

付金を納める。

 

事業

税

概要

健全な財政運営を

の

行うことを目標とする

収

。

期間目標

国庫支出金

納

県支出金 地方債 その他

率

一般財源 事業費計 （千

向

円）

令和 3年度実績

上

0 0 0 0 133,37

や

6 133,376

令和

５

ふ

 4年度実績 0 0 0 0

る

127,000 127

さ

,000

活動指標名 単

と

位

計画 0 計画 0
令和 

納

3年度 令和 4年度 令

税

和 5年度計画 0
実績

等

0 実績 0

活動指標名 単

の

位

計画 0 計画 0
令和 

推

3年度 令和 4年度 令

進

和 5年度計画 0
実績

－

に

0 実績 0

活動指標名 単

よ

位

計画 0 計画 0
令和 

る

3年度 令和 4年度 令

自

和 5年度計画 0
実績

主

0 実績 0

適正に支出し

財

た。
実　績

適正に支出

源

した。
理　由

適正に支

の

出する。
今後の取組

確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 050101 基金積立

　

金・基金積立金・財政調整基金積立金

事　業 010100 財政調整基金積立金(共通)

決算剰余金または基金利子を原資に積み立てる。

事業概要

決算剰余金等が発生した場合、可能な額を積み立て、国民健康保険事業の円滑

効

な運営に寄与することを目標と

期間目標 する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 12 0 12

令和 4年度実績 0 0 0 0 6 6

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 

率

4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

基金
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基本 的かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 060101 諸支出

政

金・償還金及び還付加

経

算金・一般被保険者保

施 営

険税還付金

事　業 01

を

0100 一般被保険者

行

保険税還付事業費(共

い

通)

資格異動届による

ま

遡及還付が発生次第、

す

公平賦課の面から還付

【

を行っている。

事業概

方

要

還付が発生した際、

針

遅滞なく支払いを行う

】

ことを目標とする。

期

策

７

間目標

国庫支出金 県支

市

出金 地方債 その他 一般

税

財源 事業費計 （千円）

の

令和 3年度実績 0 0

収

0 0 4,222 4,2

納

22

令和 4年度実績

率

0 0 0 0 4,073 4

向

,073

活動指標名 単

上

位

計画 0 計画 0
令和 

や

3年度 令和 4年度 令

５

ふ

和 5年度計画 0
実績

る

0 実績 0

活動指標名 単

さ

位

計画 0 計画 0
令和 

と

3年度 令和 4年度 令

納

和 5年度計画 0
実績

税

0 実績 0

活動指標名 単

等

位

計画 0 計画 0
令和 

の

3年度 令和 4年度 令

推

和 5年度計画 0
実績

進

0 実績 0

遅滞なく還付

－

に

した。
実　績

 

遅滞な

よ

く還付した。
理　由

速

る

やかに還付処理を行う

自

。
今後の取組

主財源の確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 4 国民健康保険事業特別会計

科　目 060102 諸支出金・償還金及び還付加算金・退職被保険者等保険税還付金

事　業 010100 退職被保険者等保険

　

税還付事業費(共通)

資格異動届による遡及還付が発生次第、公平賦課の面から還付を行っている。

事業概要

還付が発生した際、遅滞なく支払いを行うことを目標とする。

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

効

事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

率

度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

実績なし
実　績

実績なし
理　由

速やかに還付処理を行う。
今後の取組

327 327

327 事務事業評価書 327



基本 的

成果指標名 過年度分収納率 単位 %

計画 52.40 計画 52.40
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 52.40

実績 37.44 実績 26.02

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計

か

画 0
実績 0 実績 0

過年度分の収納率は、大きく落ち込んだ。
実　績

 

他税へ徴収強化のためかと思われる。
理　由

収納率の維持・向上に努める。
今後の取組

つ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 4 国民健康

な

保険事業特別会計

科　

行

目 070101 予備費

政

・予備費・予備費

事　

経

業 010100 予備費

施 営

(共通)

予測しがたい

を

医療費の支出があった

行

場合に、不足の生じる

い

保険給付費等の充用の

ま

うえ執行する。

事業概

す

要

年間を通して、医療

【

費の動向を注視しなが

方

ら、可能な限り予算の

針

範囲内で対応していく

】

ことを目標とする。

期

策

７

間目標

国庫支出金 県支

市

出金 地方債 その他 一般

税

財源 事業費計 （千円）

の

令和 3年度実績 0 0

収

0 0 0 0

令和 4年度

納

実績 0 0 0 0 0 0

活動

率

指標名 単位

計画 0 計画

向

0
令和 3年度 令和 

上

4年度 令和 5年度計

や

画 0
実績 0 実績 0

活動

５

ふ

指標名 単位

計画 0 計画

る

0
令和 3年度 令和 

さ

4年度 令和 5年度計

と

画 0
実績 0 実績 0

活動

納

指標名 単位

計画 0 計画

税

0
令和 3年度 令和 

等

4年度 令和 5年度計

の

画 0
実績 0 実績 0

傷病

推

手当金に充てた。
実　

進

績

傷病手当金に充てた

－

に

。
理　由

医療費の動向

よ

を注視しながら、可能

る

な限り予算の範囲内で

自

対応していくことを目

主

標とするが、今後も予

財

測不測
今後の取組

の支

源

出に備える。

の確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 12 後期高齢者医療事業特別会計

科　目 010201 総務費・徴収費・徴収費

事　業 0

　

10100 徴収費(共通)

宮崎県後期高齢者医療広域連合が賦課した保険料の徴収を行うための予算を計上。※徴収した保険料は、広域

連合へ納付する。

参考：２年度　収納率　現年度分99.69％　滞納繰越分42.5

効

4％

事業概要 　　　３年度　収納率　現年度分99.79％　滞納繰越分37.44％

保険料の適正な徴収

期間目標 収納率の維持・向上

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 1

率

,846 0 1,846

令和 4年度実績 0 0 0 0 1,844 1,844

成果指標名 現年度分収納率 単位 %

計画 99.59 計画 99.59
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 99.59

実績 99.79 実績 99.69
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基本 的

なし
実　績

実績なし
理　由

加算金の対象となる還付が発生した場合、速やかに処理を行う。
今後の取組

かつ効

所　

果

　属 302000 ほけ

的

ん課 会　計 12 後期高

な

齢者医療事業特別会計

行

科　目 040101 諸

政

支出金・償還金及び還

経

付加算金・保険料還付

施 営

金

事　業 010100

を

保険料還付金(共通)

行

後期高齢者被保険者の

い

資格異動や所得の修正

ま

等により後期高齢者医

す

療保険料の更正があっ

【

た場合で後期高齢者

医

方

療保険料に還付が生じ

針

た場合に還付を行う。

】

事業概要

後期高齢者医

策

７

療保険料の適正な管理

市

期間目標

国庫支出金 県

税

支出金 地方債 その他 一

の

般財源 事業費計 （千円

収

）

令和 3年度実績 0

納

0 0 467 0 467

令

率

和 4年度実績 0 0 0

向

0 317 317

活動指

上

標名 単位

計画 0 計画 0

や

令和 3年度 令和 4

５

ふ

年度 令和 5年度計画

る

0
実績 0 実績 0

活動指

さ

標名 単位

計画 0 計画 0

と

令和 3年度 令和 4

納

年度 令和 5年度計画

税

0
実績 0 実績 0

活動指

等

標名 単位

計画 0 計画 0

の

令和 3年度 令和 4

推

年度 令和 5年度計画

進

0
実績 0 実績 0

遅延無

－

に

く支給した。
実　績

 

よ

資格異動や所得修正に

る

伴うものである。(死

自

亡、転出等)
理　由

還

主

付が発生した場合、速

財

やかに処理を行う。
今

源

後の取組

の確保

１

所　　属 302000 ほけん課 会　計 12 後期高齢者医療事業特別会計

科　目 040102 諸支出金・償還金及び還付加算金・還

　

付加算金

事　業 010100 還付加算金(共通)

徴収した保険料に還付が生じた場合、支出を決定した日までの日数に応じ、条例で定められた割合を乗じて計

算した金額を還付する額に加算して支払わなければならない。

事

効

業概要

後期高齢者医療保険料の適正な管理

期間目標

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 

率

4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

実績
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基本 的

認証→登記簿・地図の修正と、概ね３年という期間を要

事業概要 する土地調査事業である。

　国土調査第七次十箇年計画に基づき、１年目工程２地区、２年目工程２地区を実施する。

地籍調査対象面積　243.32㎢　　

か

地籍調査済面積及び進捗率　Ｒ３　189.11㎢（1.68㎢）77.6％

期間目標 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ４　190.71㎢（1.

所

60㎢）78.3％

　

　

　　　　　　　　　　

つ

　

　　　　　　　　　　

属

　　　　　　　Ｒ５　

3

191.89㎢（1.

0

18㎢）78.6％

国

1

庫支出金 県支出金 地方

5

債 その他 一般財源 事業

0

費計 （千円）

令和 3

0

年度実績 0 74,70

税

0 0 0 32,664 1

務

07,364

令和 4

効

課

年度実績 0 50,83

会

5 0 24,725 △5

　

,481 70,079

計

活動指標名 地籍調査事

1

業進捗率（R4年度か

一

ら後期基本計画の数値

般

） 単位 ％

計画 77.6

会

0 計画 78.30
令和

計

 3年度 令和 4年度

科

令和 5年度計画 78

果

　

.60
実績 77.70

目

実績 78.30

活動指

0

標名 単位

計画 0 計画 0

2

令和 3年度 令和 4

0

年度 令和 5年度計画

1

0
実績 0 実績 0

活動指

1

標名 単位

計画 0 計画 0

3

令和 3年度 令和 4

総

年度 令和 5年度計画

務

0
実績 0 実績 0

1年目

的

費

工程、2年目工程とも

・

に目標通りに実施でき

総

た。調査測量委託料　

務

58,993千円。
実

管

　績

-
理　由

国県補助

理

金の配分動向を踏まえ

費

つつ、計画通りに事業

・

実施に努め、地籍調査

地

の早期完了を目指す。

籍

今後の取組

な

調査費

事　業 0101

行

00 地籍調査事業費(

政

共通)

　地籍調査後の

経

図面修正（不動産登記

施 営

法第１４条図面修正）

を

について、公益社団法

行

人宮崎県公共嘱託土地

い

家屋

調査士協会との契

ま

約に基づき、必要な業

す

務を委託する。また、

【

登記未完了箇所につい

方

て、業務委託契約によ

針

り

現地立会及び測量を

】

実施し、最新の状態で

策

８

登記を送付する。

事業

地

概要

地積測量図の作成

籍

等、自営で対応できる

調

部分と委託でしか出来

査

ない部分を見極め、予

事

算範囲内で迅速かつ適

業

切

期間目標 に対応する

の

。

国庫支出金 県支出金

推

地方債 その他 一般財源

進

事業費計 （千円）

令和

５

 3年度実績 0 0 0 0 1,616 1,616

令和 4年度実績 0 0 0 0 4,255 4,255

成果指標名 単位 ％

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3

－

年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

地籍調査完了地区における図面修正作業が１件発生したが、職員自ら地籍調査支援

１

システムを利用して地積測
実　績

量図を作成し、登記手続きまで行ったため、経費としては測量関連費用のみで済んだ。

すべての作業を業者に委託せず、職員自ら出来る作業を実施することで経費の抑制を目指したため。
理

　

　由

測量作業について、自営で実施できる部分がないか研究する。
今後の取組

効

所　　属 301500 税務課 会　計 1 一般会計

科　目 020113 総務費・総務管理費・地籍調査費

事　業 010200 地籍調査事業費(小林)

　国土調査法に基づき、主に市町村が土地の境界

率

確認や面積測量を行う調査である。土地の戸籍とも言えるの

が地籍であり、業務の流れとしては、調査計画→土地所有者の把握→地元説明会→一筆地調査（境界立会）→

地籍測量→地籍図・簿の作成→土地所有者閲覧→国の
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基本 参

を支援するため、「きずな協働体活動交付金」の交付や情報提供

等により活動を支援する。

事業概要  【きずな協働体活動交付金】

地域住民自らが、持続可能な地域づくりに取り組むための必要な経費として交付。

令和２年

画

度から令和11年度までの10年間の交付額を計画的に活用し、自主的かつ持続可能な運営を行う。　　

　市内全域に設立された「きずな協働体」の活動を支援し、地域コミュニティのネットワークが充実すること

期間目標

に

で、自治意識が向上した状態を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年

所

度実績 0 0 0 12,6

　

03 284 12,88

　

7

令和 4年度実績 0

属

0 0 10,681 0 1

5

0,681

成果指標名

よ

0

きずな協働体の設立 単

0

位 地区

計画 9 計画 9
令

5

和 3年度 令和 4年

0

度 令和 5年度計画 9

0

実績 8 実績 9

活動指標

地

名 単位

計画 0 計画 0
令

域

和 3年度 令和 4年

振

度 令和 5年度計画 0

興

実績 0 実績 0

活動指標

課

名 単位

計画 0 計画 0
令

る

（

和 3年度 令和 4年

須

度 令和 5年度計画 0

木

実績 0 実績 0

小林小校

庁

区のきずな協働体が設

舎

立され、小林市全域で

）

の活動が始まった。
実

会

　績

小林小校区の住民

　

及び地域担当職員によ

計

る話し合い活動により

1

、きずな協働体が設立

協

一

された。
理　由

各きず

般

な協働体のネットワー

会

ク化を推進し、地域の

計

課題解決及び地域資源

科

の発掘等の活動が持続

　

的に行われる
今後の取

目

組
よう支援する。

020

働

106 総務費・総務管

の

理費・企画費

事　業 0

ま

50300 地域振興対

ち

策事業費(須木)

須木

施 づ

区域の最も必要な生活

く

基盤であるガソリンス

り

タンドの維持など住民

を

生活に直結した事業を

推

展開する。

新型コロナ

進

ウィルス感染症の拡大

し

防止を図った新たな生

ま

活様式を取り入れたイ

す

ベント内容を実施して

【

いく。

事業概要

安定し

策

方

た生活基盤の充実と定

針

住化を推進し集落の維

】

持を図る。

期間目標

国

１

庫支出金 県支出金 地方

市

債 その他 一般財源 事業

民

費計 （千円）

令和 3

協

年度実績 0 0 0 2,0

働

00 2,755 4,7

の

55

令和 4年度実績

ま

0 0 0 6,011 11

５

ち

,640 17,651

づ

活動指標名 ふるさと定

く

住補助（R2年度で廃

り

止） 単位 件／年

計画 0

の

計画 0
令和 3年度 令

推

和 4年度 令和 5年

進

度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 須木ガソリンスタンド各油種供給量 単位 ℓ

計画 623,

－

000 計画 623,000
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 623,000

実績 516,920 実績 560,000

活動指標名 ボート大会等による合宿参加者数 単位 人

計画 450 計画 450
令和 3年度 令和 4

２

年度 令和 5年度計画 450
実績 150 実績 115

須木ガソリンスタンドの住民利用の呼びかけは区長会等を通じて実施した。しかし、原油高騰の影響により、
実　績

赤字運営という結果になった。

ガソリンスタンドについ

　

ては、過疎化による利用者の減や須木以外で利用している場合があり経営状況が伸び
理　由

なかった。

ガソリンスタンドについては住民生活に直結しておりＪＡと一体となった取組を継続して行う。
今後の取組

市

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 02

民

0106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 130100 校区協議会運営事業費(共通)

「きずな協働体」の全地区設置に向けて、地域担当職員と地域支援員を配置し支援する。

既設立地区については、円滑で安定した運営
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基本 参

。

所　　属 600500 地域振興課（野尻庁舎）

画

会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 130400 校区協議会運営事業費(野尻)

　輝けフロンティアのじりの安定的な活動を支援するため地域づくり交付金を交付し、各委員会活動や地

に

域活

性化事業により協働のまちづくりを推進する。

　令和３年度から組織体制や活動のあり方を見直した。（各

所

小学校区を活動の中心

　

とする小規模化を図っ

　

た。

事業概要 ）令和４

属

年度は組織見直して２

5

年目であり、その充実

よ

0

を図る。

　輝けフロン

0

ティアのじりを中心に

5

、野尻町区域にある様

0

々なコミュニティをつ

0

なぎ、行政と市民、自

地

治会及

期間目標 び各種

域

団体が協働して野尻町

振

区域の課題解決に取り

興

組む。

国庫支出金 県支

課

出金 地方債 その他 一般

る

（

財源 事業費計 （千円）

須

令和 3年度実績 0 0

木

0 1,697 0 1,6

庁

97

令和 4年度実績

舎

0 0 0 1,713 0 1

）

,713

成果指標名 補

会

助金依存率 単位 ％

計画

　

95 計画 95
令和 3

計

年度 令和 4年度 令和

1

 5年度計画 91
実績

協

一

100 実績 100

活動

般

指標名 単位

計画 0 計画

会

0
令和 3年度 令和 

計

4年度 令和 5年度計

科

画 0
実績 0 実績 0

活動

　

指標名 単位

計画 0 計画

目

0
令和 3年度 令和 

0

4年度 令和 5年度計

2

画 0
実績 0 実績 0

各小

0

学校区の防災事業等を

働

1

メインとする事業が、

0

一部コロナウイルス感

6

染症拡大による影響を

総

受けたが、実施
実　績

務

することが出来た。ま

費

た、活動を通して交流

・

人口の増大と域外資金

総

を稼ぐ事の大切さを学

務

ぶことができた。

コロ

管

ナ禍で実施できなかっ

の

理

た事業があったものの

費

、輝けフロンティアの

・

じりを中心に様々なコ

企

ミュニティを
理　由

つ

画

なぎ、行政と市民、自

費

治会及び各種団体が協

事

働して野尻地域の課題

　

解決に取り組むことが

業

できたため。

組織を大

1

きく見直し３年目を迎

ま

3

え、小学校区単位が活

0

動主体となる。更に、

3

地域担当職員制度の見

0

直しも図ら
今後の取組

0

れ、共に今後の活動の

校

検証及び方向性を模索

区

する。

協議会

ち

運営事業費(須木)

高

施 づ

齢化・人口減少による

く

集落の維持や新型コロ

り

ナウィルス感染症拡大

を

防止を図った行事等の

推

開催といった、地

域の

進

課題解決に向け、すき

し

むらづくり協議会は、

ま

既存団体の連携を図る

す

ためのネットワーク構

【

築や、地域課題

の把握

策

方

と解決への取組み、自

針

主財源確保に向けた事

】

業計画を推進し、3部

１

会により組織運営を実

市

施している。

事業概要

民

特にすきブランド商品

協

お歳暮ギフトや須木栗

働

、須木米のネット販売

の

展開などを実施し、須

ま

木の特産品のPRを図

５

ち

りつつ、生産者や加工

づ

団体への販売支援を実

く

施し、むらづくり協議

り

会も自主財源確保に取

の

り組み、協働による

地

推

域づくりを実施してい

進

る。

すきむらづくり協議会においては、将来的に本格的な自立を目指すため、役員や部会

－

長を中心に意識改革を進

期間目標 め、様々な自主事業に積極的に取り組むよう行政側も支援していく。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 3,000 0 3,000

令和 4年

２

度実績 0 0 0 3,000 0 3,000

活動指標名 自主財源の確保 単位 千円/年

計画 500 計画 700
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 700

実績 260 実績 1,040

活動指標名 地域づくり等各種部会の会議回数

　

単位 回数/年

計画 20 計画 25
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 25

実績 24 実績 22

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

花火大会・ほぜまつり等の運営支援

市

、すきブランドギフトセット（お歳暮）のネット販売を実施し、すきブラ
実　績

ンド協議会と連携した取組を実施した。

組織体制も若い世代への参画を募った。須木地区の抱える課題を検討し交付金の有効活用をするため予

民

算の見
理　由

直しを行い、自主財源確保に向けた活動を実施した。

むら協の現行の体制を大幅に見直し、地域の維持存続に係る活動を強化し、併せて自主財源の確保のための様
今後の取組

々な活動を重点的に取り組んでいく
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基本 参

管理費・企画費

事　業 250300 自治会活動推進事業費(須木)

須木区域の区長会は合併後本庁での一本化により平成23年度に廃止されたが区長の要望により平成24年度から

２ヶ月に１回の定例会を開催している。合

画

併により住民サービスが低下することのないように、須木庁舎が窓

口となり、行政との連絡体制の緊密化が必要不可欠である。

事業概要

期間は特に無し

期間目標 区長会：年６回（２ヶ月に１回）

地域独自のイベント開催

国庫

に

支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 69 69

令和 4年度実績 0

所

0 0 0 67 67

活動指

　

標名 区長会開催数 単位

　

回

計画 6 計画 6
令和 

属

3年度 令和 4年度 令

1

和 5年度計画 6
実績

よ

6

5 実績 6

活動指標名 単

0

位

計画 0 計画 0
令和 

5

3年度 令和 4年度 令

0

和 5年度計画 0
実績

0

0 実績 0

活動指標名 単

企

位

計画 0 計画 0
令和 

画

3年度 令和 4年度 令

政

和 5年度計画 0
実績

策

0 実績 0

区長会開催月

課

（４月、６月、８月、

る

会

10月、12月、２月

　

）6回開催
実　績

区長

計

会を通して住民からの

1

様々な要望に対する対

一

応や「きずな協働体」

般

を通して地域活動の把

会

握、地域イベン
理　由

計

ト等へのフォローなど

科

が有効的に実施できた

　

。

今後も区長会を定期

協

目

的開催を継続し地域住

0

民との連絡調整を図っ

2

ていく。きずな協働体

0

（むら協）との連携に

1

今後の取組
ついても、

0

空き家対策、須木小中

6

学校の体制等について

総

も連携し区長会として

務

も取り組んでいく。

費

働

・総務管理費・企画費

の

事　業 250100 自

ま

治会活動推進事業費(

ち

共通)

地域づくりの活

施 づ

動費補助を行う。

・小

く

林市区長会補助

・小林

り

市内　57区　　行政

を

推進業務委託、いきい

推

き地域づくり区交付金

進

事業概要 ・組加入・新

し

規組促進報奨金

・小林

ま

市自治公民館連絡協議

す

会運営補助

・自治公民

【

館建設費補助

・コミュ

策

方

ニティ事業助成金（一

針

般財団法人自治総合セ

】

ンター宝くじ社会貢献

１

広報事業）

自治会活動

市

への参加を促し、地域

民

づくりに参画する住民

協

を増やすことで、地域

働

コミュニティの活性化

の

を図る。

期間目標

国庫

ま

支出金 県支出金 地方債

５

ち

その他 一般財源 事業費

づ

計 （千円）

令和 3年

く

度実績 379 0 0 9,

り

800 55,947 6

の

6,126

令和 4年

推

度実績 0 0 0 22,2

進

15 39,741 61,956

活動指標名 区・組加入率（人口） 単位 ％

計画 74.50 計

－

画 74.50
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 74.50

実績 73.60 実績 72.60

活動指標名 自治公民館建設費補助件数 単位 件

計画 5 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 5

実績 2 実績 6

活動

２

指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

区・組加入促進プロジェクト加入促進実施計画に基づき自治会加入促進を行ったが、加入率は低下した。
実　績

自治公民館建設費補助につ

　

いては６公民館に補助し活動再開の後押しを図った。

区・組加入率については、アパート居住者の加入率減少や高齢化等様々な要因により減少した。
理　由

自治公民館建設費補助は、建物の経年劣化による修繕が多かった。

市

区・組加入促進プロジェクト加入促進実施計画に基づき、自治会加入率の維持・向上を目指す。
今後の取組

きずな協働体との連携を強化し、地域コミュニティの充実を図る。

民

所　　属 500500 地域振興課（須木庁舎） 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務
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基本 参画に

所　　属 1

よ

60500 企画政策課

る

会　計 1 一般会計

科　

協

目 020106 総務費

働

・総務管理費・企画費

の

事　業 470100 こ

ま

ばやしの人とまちが輝

ち

く！元気と笑顔ハッシ

施 づ

ン事業費(共通)

①こ

く

ばやしの人とまちが輝

り

く！元気と笑顔創出事

を

業（元気と笑顔）　　

推

3,950千円

　対象

進

事業：市民団体等が連

し

携し、感染症の影響を

ま

受けにくい小規模事業

す

　事業主体：市民団体

【

等　　　　　事業：4

策

方

1事業

事業概要 ②こば

針

やしにぎわい回復事業

】

（まちなかにぎわい）

１

　　　　　　　　　2

市

,500千円

　対象事

民

業：多様な事業者が連

協

携し事業者が連携し、

働

集客により消費を促し

の

にぎわい創出を目的と

ま

した事業　

　事業主体

５

ち

：商工・観光団体等　

づ

　事業：5事業

市民活

く

動団体に補助金を交付

り

し、創意工夫に基づく

の

コロナ禍に対応した取

推

組で市民の「元気と笑

進

顔」を創出す

期間目標 る。また、商工業事業者を巻き込み「新たな生活様式」を実践した

－

新たな取組で消費喚起を促し経済活動の

活性化を図る。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 0 0 0 0 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令

２

和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

　

市民団体及び事業者が実施するコロナ禍における市民の元気と笑顔を創出する取組やにぎわいを回復する取組
実　績

46事業を支援した。

大規模事業が制限される中、市民が創意と工夫でさまざまな取り組みを企画・運営し

市

たことにより事業に取り
理　由

組むことができた。

市民の元気と笑顔を創出するとともに、ポストコロナを見据え、本市の魅力発信をさらに強化し関係人口の拡
今後の取組

大を図るとともに、事業をとおして継続して活動す

民

る市民活動団体及びリーダーを育成する。
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基本 参

等による活動支援

事業概要 ・市民団体やきずな協働体との連携　　・会議室や資機材の貸出

・市民活動団体が必要とするスキルアップ研修会の開催　等

場所：八幡原市民総合センター

総合的な支援を行うことで、市民活動団

画

体の活動の内容や質を高めるとともに、持続性のある自立した組織へ

期間目標 の成長を目指す。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 3,660 27 3,687

令和 4年度実

に

績 0 0 0 3,682 0 3,682

活動指標名 スキルアップ講座等の

所

開催 単位 回

計画 2 計画

　

2
令和 3年度 令和 

　

4年度 令和 5年度計

属

画 2
実績 1 実績 2

活動

1

指標名 相談件数 単位 件

6

計画 100 計画 100

0

令和 3年度 令和 4

よ

5

年度 令和 5年度計画

0

100
実績 33 実績 1

0

9

活動指標名 単位

計画

企

0 計画 0
令和 3年度

画

令和 4年度 令和 5

政

年度計画 0
実績 0 実績

策

0

団体支援業務として

課

スキルアップ講座を開

会

催した。各種相談への

　

対応、会議室や印刷機

る

計

貸出、書類作成等市民

1

実　績
活動の支援を行

一

ったが、感染症拡大防

般

止のため例年に比べ利

会

用団体は減少している

計

。

相談件数等について

科

は、感染症拡大防止に

　

より利用団体が減少し

目

たため。
理　由

「新し

0

い生活様式」に対応し

協

2

た、市民団体の様々な

0

ニーズに即した支援を

1

行う。
今後の取組

06 総務費・総

働

務管理費・企画費

事　

の

業 060100 市民活

ま

動促進事業費(共通)

ち

協働のまちづくりの推

施 づ

進に当たり、地域の課

く

題解決や新たな取組を

り

地域住民と市民団体等

を

が協働して活動して

い

推

けるよう支援する。

・

進

元気なまちづくり支援

し

補助金 ソフト事業

事

ま

業概要 ・はなまちづく

す

り活動事業費補助

・Ｎ

【

ＰＯパートナーシップ

策

方

創造事業費補助

市民活

針

動団体に補助金を交付

】

し、自立した運営がで

２

きる団体への育成及び

各

活動の活性化を図る。

種

期間目標

国庫支出金 県

市

支出金 地方債 その他 一

民

般財源 事業費計 （千円

活

）

令和 3年度実績 0

動

0 0 6,448 33 6

５

団

,481

令和 4年度

体

実績 0 1,800 0 1

の

,927 207 3,9

育

34

活動指標名 元気な

成

まちづくり支援補助金申請数（ソフト事業・ハード事業合算） 単位 件

計画 4 計画 5
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 3

実績

－

3 実績 3

活動指標名 はなまちづくり活動事業費補助金申請件数 単位 件

計画 1 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 1 実績 1

活動指標名 ＮＰＯパートナーシップ創造事業費補助金申請件数 単位 件

計画 0 計画

２

6
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 6

実績 0 実績 7

元気なまちづくり支援補助金ソフト事業３団体、はなまちづくり活動事業１団体に交付した。
実　績

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、活動を自粛する

　

団体があったため。
理　由

既存事業に加え、「こばやしの人とまちが輝く！元気と笑顔ハッシン事業」について広く周知し、市民活動の
今後の取組

活性化を図る。

市

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020106 総務費・総務管理費・企画費

事　業 0

民

90100 市民活動支援センター運営事業費(共通)

市が設置する「小林市市民活動支援センター」を市民活動団体に委託して運営する。

【市民活動支援センターの業務】

・総合相談業務　　　　　　　　　　　・情報提供
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基本 参

子を寄贈する。

事業概要 選挙年齢到達者に対して有権者であることのメッセージ葉書を送る。

各学校における出前講座や模擬投票を実施する。各学校で取り組む「明るい選挙啓発作品」の応募への働きか

期間目標 けを促し選

画

挙に関する関心を高める。

新有権者に登録された18歳者に対して、啓発メッセージを送付する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 208 208

令和 4年度実績 0 0 0

に

所

0 217 217

活動指

　

標名 単位

計画 0 計画 0

　

令和 3年度 令和 4

属

年度 令和 5年度計画

7

0
実績 0 実績 0

活動指

3

標名 単位

計画 0 計画 0

0

令和 3年度 令和 4

5

年度 令和 5年度計画

0

0
実績 0 実績 0

活動指

0

標名 単位

計画 0 計画 0

よ

選

令和 3年度 令和 4

挙

年度 令和 5年度計画

管

0
実績 0 実績 0

児童、

理

生徒に対して「明るい

委

選挙啓発ポスター・書

員

道展作品展」の募集を

会

行った。高校生に対し

事

ては、啓発用
実　績

テ

務

キストの配布を行った

局

。新有権者には、新た

る

会

な取り組みとして啓発

　

メッセージ葉書の送付

計

を行った。

新型コロナ

1

により、出前事業等は

一

実施できなかったが、

般

その他の啓発事業には

会

試行錯誤の中で実施を

計

してきた
理　由

。その

科

中で、学校の夏休みが

　

短縮の影響により、啓

協

目

発作品等作品店数は減

0

少となった。

啓発作品

2

募集については、本年

0

同様の取組を行う。
今

4

後の取組
高校生へ啓発

0

用テキストの配布を行

1

う。

総務費

働

・選挙費・選挙管理委

の

員会費

事　業 0101

ま

00 選挙管理委員会費

ち

(共通)

定例委員会と

施 づ

選挙時の臨時委員会を

く

開催し、選挙執行の方

り

針を決定する。

加盟す

を

る上部団体組織が主催

推

する研修会等に参加し

進

、法改正等の理解を深

し

め適正な対応を行う。

ま

「明るい選挙」の推進

す

を行い、選挙に対する

【

啓発活動を行う。

事業

策

方

概要  

令和５年度（県

針

議会議員選挙、市議会

】

議員選挙）

選挙管理委

３

員会定例会及び臨時委

明

員会を円滑に進める。

る

期間目標 各種総会、研

い

修会に参加し見識を深

選

める。主催事業につい

挙

ては、その内容に十分

の

な検討を行う。

政治や

５

推

選挙に対する関心を高

進

める取り組みを行う。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 2 0 0 2,063 2,065

令和 4年度実績 0 1 0 0 1,976 1,977

活動指標名 単位

計画

－

0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5

２

年度計画 0
実績 0 実績 0

定例委員会及び選挙時の臨時委員会を開催した。なお、本年度委員会に提出された議案については全議案可決
実　績

された。また、上部団体の研修会等に開催市町村として参画及び参加し研鑽を図っ

　

た。

定例委員会及び選挙時の臨時委員会に提出する議事の丁寧な提案説明を行い、補足説明等も行った。
理　由

定例委員会や会議において、丁寧な提案説明を行い、委員の理解が深まるようにする。
今後の取組

市

所　　属 730500 選挙管理委員会事務局 会　計 1 一般会計

民

科　目 020402 総務費・選挙費・選挙啓発費

事　業 010100 選挙啓発事業費(共通)

児童、生徒に対して出前講座等を行う。

「明るい選挙啓発ポスター・書道作品」の応募、審査行う。

高校生に対して選挙啓発の冊

336 336

336 事務事業評価書 336



基本 参画に

所　　属 730500

よ

選挙管理委員会事務局

る

会　計 1 一般会計

科　

協

目 020403 総務費

働

・選挙費・選挙執行費

の

事　業 020100 県

ま

議会議員選挙費(共通

ち

)

選挙に必要な投票管

施 づ

理者、立会人、事務従

く

事者の調整と選任を行

り

う。

投・開票所及びと

を

ポスター掲示場の確保

推

を行う。

期日前投票所

進

を市内４か所に開設す

し

る。

事業概要 選挙日当

ま

日は、投票所を市内４

す

５か所に開設する。

選

【

挙啓発は、のぼり・大

策

方

型看板の設置や街頭啓

針

発等により行う。

事前

】

に準備可能な事務と投

３

開票に向けた環境整備

明

を適正に行う。投・開

る

票事務において適正か

い

つミスなく行う

期間目

選

標 。選挙啓発活動によ

挙

り投票率向上を目指す

の

。

国庫支出金 県支出金

５

推

地方債 その他 一般財源

進

事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 0 0

令和 4年度実績 0 7,081 0 0 2 7,083

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単

－

位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

２か年度にわたる選挙事務準備と選挙に従事する人員の確

２

保を含め投・開票環境の整備を行った。
実　績

選挙の予算が２か年に渡っており、事業費目を年度毎にしっかりと締めていくことにより、ミスのない事業費
理　由

目の執行ができている。

地方選挙で身近な選挙で有り、僅か

　

なミスも許されないことから、しっかりとした投・開票の事前準備を行う
今後の取組

。また、市民からの問合せに対して丁寧に説明ができるように努める。

市民
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基本 タル

所　　属 16

化

0500 企画政策課 会

を

　計 1 一般会計

科　目

推

020107 総務費・

進

総務管理費・電子計算

し

管理費

事　業 0501

ま

00 地域イントラネッ

す

ト管理費(共通)

市内

【

全域を対象とした公共

施

方

施設を光回線で接続し

針

た地域イントラネット

】

及び災害時の通信手段

１

確保のための市

内公衆

地

無線LAN設備を一体

域

的に管理運営する。

 

社

事業概要  

諸業務での

会

継続性が途絶えないよ

デ

うネットワークの安定

ジ

稼働を確保する。

期間

策

タ

目標

国庫支出金 県支出

ル

金 地方債 その他 一般財

化

源 事業費計 （千円）

令

の

和 3年度実績 0 0 0

推

0 19,048 19,

進

048

令和 4年度実績 0 0 0 0 19,892 19,892

活動指標名 地域イントラネット停止日数（目標０日

５

） 単位 日

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4

－

年度 令和 5年度計画 0
実績 0 実績 0

地域イントラネット停止日数　０日
実　績

適切な運用、保守を行うことで地域イントラネットの機器が安定的に稼働する状態を維持できた。
理　由

地域イントラネットに加え、災害時の

３

通信手段確保を踏まえた市内公衆無線ＬＡＮ通信網を一体的かつ安定的
今後の取組

に管理運営する。

　デジ
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基本 タ

所　　属 160500 企画政策課 会　計 1 一般会計

科　目 020107 総務費・総務管理費・電子計算管

ル

理費

事　業 070100 庁舎ネットワーク機

所

器管理費(共通)

電算

　

処理機器の運用に欠か

　

せない庁内ネットワー

属

クの運用管理を行う。

1

事業概要

安定かつセキ

6

ュリティ対策が施され

0

たネットワーク環境を

5

維持する。

期間目標

国

化

0

庫支出金 県支出金 地方

0

債 その他 一般財源 事業

企

費計 （千円）

令和 3

画

年度実績 0 0 0 0 23

政

,779 23,779

策

令和 4年度実績 0 0

課

0 0 13,813 13

会

,813

活動指標名 単

　

位

計画 0 計画 0
令和 

計

3年度 令和 4年度 令

を

1

和 5年度計画 0
実績

一

0 実績 0

活動指標名 単

般

位

計画 0 計画 0
令和 

会

3年度 令和 4年度 令

計

和 5年度計画 0
実績

科

0 実績 0

活動指標名 単

　

位

計画 0 計画 0
令和 

目

3年度 令和 4年度 令

0

和 5年度計画 0
実績

2

0 実績 0

庁舎ネットワ

推

0

ークを安定稼働するこ

1

とができた。
実　績

適

0

切な運用と保守を行う

7

ことで、安定的に稼働

総

している状態を維持す

務

ることができた。
理　

費

由

第1別館旧サーバー

・

室から順次４Fサーバ

総

ー室への機器移設を行

務

うが、旧電算室を含め

進

管

庁内ネットワークの安

理

定
今後の取組

した通信

費

を行う。

・電子計算管理

し

費

事　業 010100

ま

電子計算処理管理費(

す

共通)

庁内電算機器の

【

賃貸借や保守を行うこ

施

方

とで、基幹系システム

針

をはじめとする各種シ

】

ステムの安定稼働に努

２

め、

安定した行政サー

庁

ビスの提供を行う。

・

内

各種機器類更新等に伴

デ

う４Ｆサーバー室移転

ジ

に合わせて、随時ネッ

タ

トワーク設定等の変更

ル

を行う。

事業概要 ・シ

策

化

ステムの安定稼働を目

の

的に機器の保守及びサ

推

ーバー室の管理を行う

進

。

・セキュリティ対策により、安全な情報管理に努める。

・システム標準化等への対応。

・社会保障・税番号制度推進に係る法整備や改正に基づく改修を基

５

幹系システム等に対し行う。

基幹系システムやネットワークの業務継続性の担保、マイナンバー制度に基づく効率的な行政運営の確立を目

期間目標 指す。デジタル手続法改正に適正に対応するようシステムの改修等を行い、

－

最適化された状態にすること。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 12,939 53,895 66,834

令和 4年度実績 2,816 0 0 13,042 80,385 96,

３

243

活動指標名 基幹系システム停止日数 単位 日

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 マイナンバーカード交付申請枚数 単位 枚

計画 32,789 計画 44,799
令和 3年度

　

令和 4年度 令和 5年度計画 0
実績 27,356 実績 39,352

活動指標名 単位 台

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

停止日数０日
実　績

マイナンバー交付申請枚数　39,352

デ

枚

業者と連携し適切な保守を行うことで基幹系システム停止日数０日であった。
理　由

マイナポイント付与サービスなどの国の制度推進や市独自の出張申請受付等の申請機会の増による。

業務システム及びネットワークの安

ジ

定的な運用を行う。基幹系システムは、令和7年度の標準システムへの切
今後の取組

替に向けた準備を進め、適切な保守及び各課との連携を図り安定的な運用を行う。
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基本 タル

所　　属 1605

化

00 企画政策課 会　計

を

1 一般会計

科　目 02

推

0107 総務費・総務

進

管理費・電子計算管理

し

費

事　業 080100

ま

業務用端末整備事業費

す

(共通)

ＯＳのバージ

【

ョンアップや老朽化に

施

方

伴う更新対応など、突

針

発的な機器の故障に迅

】

速かつ柔軟に対応する

２

ため、

保守を含んだリ

庁

ースによる整備を行う

内

。

 

事業概要

ＰＣ更新

デ

計画に基づきＰＣ更新

ジ

を実施する。

期間目標

タ

国庫支出金 県支出金 地

ル

方債 その他 一般財源 事

策

化

業費計 （千円）

令和 

の

3年度実績 1,395

推

0 0 0 17,658 1

進

9,053

令和 4年度実績 0 0 0 0 13,267 13,267

活動指標名 パソコン更新計画に基づく更新台数 単位 台

計画 30 計画 0
令和 3年度 令和 4

５

年度 令和 5年度計画 300
実績 50 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

－

新規更新は無し。
実　績

パソコン更新計画での令和4年度計画がなかったため。
理　由

引き続き老朽化したパソコンの更新を計画的に行う。
今後の取組

３　デジ
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基本 タル化

所　　属 3005

を

00 市民課 会　計 1 一

推

般会計

科　目 0203

進

01 総務費・戸籍住民

し

基本台帳費・戸籍住民

ま

基本台帳費

事　業 02

す

0100 個人番号カー

【

ド等交付事業費(共通

施

方

)

マイナンバーカード

針

はオンラインで確実な

】

本人確認を行えるデジ

３

タル社会の基盤となる

マ

ものであり、全国民に

イ

行き渡ることを目指す

ナ

国の方針に従い、普及

ン

促進していかなければ

バ

ならない。円滑な取得

ー

に向けた取組として

、

策

カ

令和３年１０月に健康

ー

保険証としての利用開

ド

始、令和６年度健康保

の

険証廃止にともなうカ

普

ード申請者の増と

事業

及

概要 、電子証明書の初

及

期設定の増が想定され

び

る。出張申請・交付サ

利

ポートについて、想定

活

以上の需要があること

５

用

か

ら本年度も継続して

の

行う。

 

マイナンバー

推

カード保有者

期間目標

進

令和5年度　44,047人

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 32,446 0 0 81 0 32,527

令和 4年

－

度実績 22,841 0 0 666 0 23,507

成果指標名 マイナンバーカード保有者 単位 人

計画 32,687 計画 44,047
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 43,554

実績 24,719 実績 34,967

活

３

動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

マイナンバーカード　申請件数39,595件

　

　交付件数34,967件
実　績

カード普及のための広報活動や介護施設、事業者向けの出張申請を実施し、イベントを開催して申請件数は大
理　由

幅に増加したが、目標達成に至らなかった。

マイナンバー出張申請及び交

デ

付サポートを充実させるため、専用車（レンタカー）を導入する等、マイナンバ
今後の取組

ーカードの普及をより一層推進する。

ジ
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基本 タル

所　　属 1

化

60500 企画政策課

を

会　計 1 一般会計

科　

推

目 020107 総務費

進

・総務管理費・電子計

し

算管理費

事　業 060

ま

100 電子計算総務費

す

(共通)

宮崎行政情報

【

ネットワーク（ＭＡＩ

施

方

Ｎ）等の外部ネットワ

針

ークと安定的に接続し

】

、LGWANサービス

４

等の提供を

受けること

情

で、円滑な庁内業務の

報

運営を図る。

 

事業概

セ

要 宮崎県市町村ＩＴ推

キ

進連絡協議会、宮崎県

ュ

電子計算組織連絡協議

リ

会等で情報収集に努め

策

テ

る。

 

セキュリティ対

ィ

策の研究を行い、外部

対

からの脅威への対策を

策

行う。

期間目標

国庫支

の

出金 県支出金 地方債 そ

推

の他 一般財源 事業費計

進

（千円）

令和 3年度実績 1,064 0 0 0 7,277 8,341

令和 4年度実績 0 0

５

0 0 7,748 7,748

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計

－

画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

サイバー攻撃によるシステム異常件数　0件
実　績

管理職向け、情報マネージャー・クラーク向け、新規採用職員向けの情報セキュリティ研修を実施し

３

た。行政
理　由

情報セキュリティポリシーに基づく自己点検・監査の実施、セキュリティポリシーに改定を行った。

庁内セキュリティ対策の実施及び各種システムの安定運用を図る。
今後の取組

　デジ
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基本 施

た「個別施設

計画」について、必要な検討及び情報整理等を実施する。

事業概要

○個別施設の各種情報を効率的に管理するシステムの導入（又は開発）

期間目標 ○各施設の方向性（長寿命化・複合化・集約化・廃止）の検討

設

　→情報収集、マネジメントについては年度毎に手法を精査する。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 事業費計 （千円）

令和 3年度実績 0 0 0 0 2,013 2,013

令和 4年度実績 0 0 0 0 33 33

活動指標名

等

各課ヒアリングの実施 単位 回

計画 0 計画 1
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 1

実績 0 実績 1

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年

所

度 令和 5年度計画 0

　

実績 0 実績 0

活動指標

　

名 単位

計画 0 計画 0
令

の

属

和 3年度 令和 4年

2

度 令和 5年度計画 0

5

実績 0 実績 0

公共施設

1

管理方針に関する各課

0

ヒアリングを行った。

0

実　績

各課と調整し、

0

７～８月にヒアリング

管

を実施することができ

財

た。
理　由

公共施設等

課

総合管理計画及び個別

マ

会

施設計画に基づき、施

　

設の廃止・集約化・長

計

寿命化を進める。
今後

1

の取組

一般会計

科　

ネ

目 020105 総務費

ジ

・総務管理費・財産管

メ

理費

事　業 14010

ン

0 公有財産台帳整備事

ト

業費(共通)

●各財産

施 を

の所管課からの移動情

推

報に基づき土地建物の

進

移動修正を行ってきた

し

が、紙ベースの台帳で

ま

の登記調査

や現況調査

す

を行っておらず現況と

【

の齟齬が発生していた

方

ため、平成20年度に

針

公有財産管理システム

】

を導入し、

公有財産台

策

１

帳の整備や財産の評価

公

など財務諸表の整備・

共

公表に向けて精査を行

施

っている。

事業概要  

設

●課題　資産内容が膨

の

大であり関係各課で異

計

なるので、時期や状況

画

をみて収集方法を工夫

的

していく。

公有財産台

な

帳管理システム及びＷ

５

マ

ｅｂＧＩＳ管理システ

ネ

ム導入により、住民や

ジ

各財産の所管課からの

メ

問い合わ

期間目標 せ等

ン

に迅速に対応する。

国

ト

庫支出金 県支出金 地方

の

債 その他 一般財源 事業

推

費計 （千円）

令和 3

進

年度実績 0 0 0 0 4,620 4,620

令和

－

 4年度実績 0 0 0 0 4,642 4,642

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

４

活動指標名 単位

計画 0 計画 0
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度計画 0

実績 0 実績 0

公有財産台帳管理システム及びＷebＧＩＳ管理システム導入により、住民や各財産の所管課からの問い合わせ
実　績

等に迅速に対応

　

できた。

システムの改良を定期的に行っているため。
理　由

今後も、公有財産台帳管理システム及びＷebＧＩＳ管理システム導入により、住民や各財産の所管課からの問
今後の取組

い合わせ等に迅速に対応できるようにし

公

ていく。

所　　属 251000 管財課 会　計 1 一

共

般会計

科　目 020105 総務費・総務管理費・財産管理費

事　業 150100 公共施設等総合管理計画推進事業費(共通)

平成28年３月策定、令和３年度に改訂した「公共施設等総合管理計画」及び令和２年度に策定し
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